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第 1 章 序論 
 

1.1 研究の背景と目的 
近年の日本の社会インフラ分野における最重要かつ最重点課題および施策のひとつに，『既

存の土木構造物の維持管理』が挙げられている．平成 26 年 5 月には，国土交通大臣を議長と

する「社会資本の老朽化対策会議」において，「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」

が取りまとめられ，それ以降，より具体的な施策や取組みに基づく土木インフラの維持管理・

更新等を着実に推進していくための動きが活発化してきている．日本では，1960 年代から 1980

年代までのいわゆる高度経済成長期の急速な経済発展に呼応する形で，社会基盤整備の一環と

しての土木インフラ構造物が大量に建設および蓄積されてきた．その中には，道路や鉄道など

の橋梁構造物も数多く含まれており，近年においては，建設から 50 年を迎える老朽化橋梁が

年々増加している状況にある． 

国土交通省（2012 年）の調査結果によると，日本国内に存在する鉄道橋（橋長 1m 以上）の

総数は，約 10 万 2300 橋に達しており，現時点（2018 年）においてはさらに増大している．こ

れらの建設年度別の橋梁数および年齢層別の橋梁数を図 1.1 と図 1.2 にそれぞれ示す．これら

によれば，前述した高度経済成長期のみならず，戦前の 1920 年以前から 1930 年代にかけても

大量の鉄道橋が建造されており，既に建設後 80 年以上が経過しているものも少なくないこと

がわかる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出展：国土交通省調べ（2012 年 11 月時点） 
「鉄道行政の現状と課題について（資料 3）」 

図 1.1 建設年度別の橋梁数（橋長 1m 以上の鉄道橋） 
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昨今，これらの大量にストックされた土木構造物の老朽化にともなう経年劣化や腐食損傷な

どの事象が社会問題化し，多くのメディアや記事でもそれらに関連する諸問題が頻繁に取り上

げられるようになっており，今後の土木インフラ国内市場の軸足が，より一層，メンテナンス

分野へ不可避的に移行していくことに疑いの余地がない．そんな中，昨今および今後の社会イ

ンフラ整備費全体の急激な予算縮減化傾向や深刻な労働力不足の懸念などの社会経済情勢に

鑑み，新たな社会資本への投資のみならず，メンテナンス分野自体の存続もより一層厳しい状

況に追い込まれていくことが危惧されている．自治体によっては，老朽化の進行した橋梁を既

に廃止もしくは撤去したり，継続的な維持管理そのものを断念したりしているとの報道も少な

からずなされている．また，より古くから建設されてきた代表的な橋梁形式のひとつである鋼

製プレートガーダー橋の多くにおいては，経年劣化にともなう腐食損傷が既に顕著化してきて

いる状況 1-1)～1-3)にあり，場合によっては崩壊に至ったものも報告 1-4)されている．近年では，こ

れらの対策として部分的な補修や補強が行われたり，桁全体が取り替えられたりしている 1-5)

ものの，実際には桁本体の残存耐荷力を定量的視点から適切に検討・評価したうえで，合理的

に対策や対処法を選定もしくは決定しているとは言い難い 1-6)．昨今のような厳しい社会経済

情勢のなか，維持管理分野のさらなる技術革新へ向けた，既存構造物の状況把握や最適評価，

長寿命化や延命化のための具体策の実現に対して強い期待が集まっている．これらを実現して

いくために，より一層，合理的かつ経済的な維持管理作業を実施するための既存構造物の腐食

損傷状況の調査方法，およびその結果を包括できる評価・判定手法の構築，さらには補修･補強

までを一貫して取り扱うことのできる設計体系の確立へ向けた，継続的な調査・研究ならびに

基礎データの蓄積が強く求められている．これまでに，鋼部材や鋼桁の腐食損傷や残存耐荷力

に関する多くの研究報告 1-7)～1-13)が行われてきてはいるものの，対象橋梁の使用制限要否にか

かわる短期間での設計者判断や施工現場作業性能に着目した，腐食損傷に対する簡易な残存耐

図 1.2 年齢層別の橋梁数（橋長 1m 以上の鉄道橋） 

出展：国土交通省調べ（2012 年 11 月時点） 
「鉄道行政の現状と課題について（資料 3）」 
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荷力評価法や補強法の具体提案へ向けた研究事例は未だ数少ない．また，ある一定レベルの精

度を有する残存耐荷性能に着目した定量的評価法を確立することができれば，より危険性や緊

急性の高い橋梁から優先的に補強などの対策を講じていくことができ，素早い対処も可能にな

る． 

ここで，本研究で対象とする鋼製プレートガーダー鉄道橋の経年劣化による主な腐食は，飛

来塩分や乾湿繰返し等に起因するものであり，本形式における一般的な腐食マップを図 1.3 に

示す．これらの主部材に生じる腐食現象のうち，その進行レベルに応じて，桁本体の耐荷力低

下に大きな影響を及ぼすと想定される，①まくらぎ直下の上フランジ上面における腐食，②支

承部近傍の構成部材における腐食，の 2 タイプの腐食損傷に着目する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記①に関して，日本鋼構造協会耐用性調査小委員会から報告された研究結果 1-15)によると，

鋼鉄道橋の架け替え理由の約半数が腐食によるものであり，とりわけ，まくらぎ下の腐食が最

も多いことが示されている．鋼製プレートガーダー鉄道橋は，図 1.4 に示すようにプレートガ

ーダーの上フランジ上面に直接，まくらぎを載せた構造形態であり，列車荷重がレールを介し

て直接的にまくらぎに繰返し載荷される．その結果として，まくらぎ下の上フランジ上面が局

部的に摩耗し，さらに水はけも悪く湿潤状態になりやすいことから，他の部位に比べて腐食の

進行が早まる．まくらぎ下の防食対策には，上フランジの塗り替え塗装を行う事例もあるが，

夜間の列車閉塞による作業時間はわずかしかなく，塗装後もすぐに列車荷重を受けてしまうた

め，十分な防食機能の発現を期待できないのが実状である．また，塗装以外にも，上フランジ

出展：鉄道構造物等維持管理標準・同解説（構造物編）▽鋼・合成構造物（H.19.01）1-14) 

 図 1.3 鋼製プレートガーダー鉄道橋の腐食マップ 
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を鋼板で補強した事例もあるが，多くは桁を取り替えているようである．このまくらぎ下の上

フランジ上面における局部腐食は，主部材に対する曲げ耐荷性能に直接影響を及ぼす現象であ

り，その場合，スパン中央部での腐食進行が最も残存曲げ耐荷力上，クリティカルなものとな

る．ここで，プレートガーダーの最大耐荷力に関する研究は，これまでに，Basler & Thurlimann1-

16)，森脇ら 1-17), 1-18)，藤野 1-19)，小松ら 1-20)，長谷川ら 1-21)，藤井ら 1-22)により，実験や解析を通

じて多くの研究がなされてきた．これらの研究は，いずれもフランジの局部腐食を考慮してい

ないが，まくらぎ下腐食がプレートガーダーの耐荷力を大きく低下させることを指摘しており

1-23), 1-24)，この種の腐食損傷を有する鋼鉄道橋の残存耐荷力を精度よく評価することは，既存の

鋼製プレートガーダー鉄道橋の効率的維持管理のために非常に重要である．したがって，まく

らぎ下腐食を有するプレートガーダーの現象解明のための解析的検討，さらには，今後，鋼鉄

道橋を合理的かつ効率的に維持管理していくための残存耐荷力評価式ならびに評価法の確立

が必要である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，上記②の鋼製プレートガーダー鉄道橋の支承部近傍は，部材構成が複雑なために風通

しも悪く，また日陰にもなりやすいことから橋台上に滞水して湿気も高く，他の部位と比較し

ても腐食が進行しやすい環境条件となる．そのため，支承部周辺でのウェブや，垂直補剛材や

下フランジに腐食損傷が発生しているケースが数多くみられる．さらに，ウェブと下フランジ

の接合部が局部腐食や繰返しの応力集中によって分離（本研究においては，“剥離”と称す）す

る事例も存在する（図 1.5）．ここで，本研究では，主として国内事例のみをターゲットとして

いるものの，海外の鋼鉄道橋においても，図 1.6 に示すような支承部周辺が腐食しているケー

スが数多くみられることから，本研究で得られる成果を現地の状況に応じて適用していくこと

も可能である．以上のことから，これらの鋼鉄道橋に対する定量的見地からの補修・補強の必

要性の有無や継続利用の可否を短期間で適切に技術判断していくためには，支承部近傍でよく

見受けられる実腐食現象を包括する簡易モデルの提案・構築やそれを用いた現象解明のための

解析的検討，さらには，それらの解析結果に基づく残存耐荷力の評価が必要である．これらが

実現できれば，必要に応じて，それ以降の補修･補強対策の具体的検討や選定作業にも迅速に

取り掛かることができる． 

図 1.4 一般的な鋼製プレートガーダー鉄道橋（国内） 
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ここで参考までに，鋼製プレートガーダー鉄道橋の健全度評価の際に着目する耐荷力とし

て，①支点部の圧縮耐荷力，②支点部腹板のせん断耐荷力，③支間中央部の曲げ耐荷力，が

主として考えられ，①と②はせん断力，③は曲げモーメントの作用にそれぞれかかわってい

る．また，これらを検討する場合に取り扱う，腐食に起因する変数パラメーターとして，一

般的に以下が挙げられる． 

1） ウェブ（腹板），垂直補剛材（縦補剛材），上･下フランジなどの残存板厚 

2） 横方向部材（横桁や横構･対傾構など）の断面欠損および部材欠損 

3） 継手部材やリベット，ボルトなどの欠損 

4） 支承部の不備や不整 

本研究は，桁全体の耐荷性能に直接的な影響を及ぼす，上記 1）に着目して行う． 

図 1.5 支承部近傍の劣化腐食および分離（ウェブと下フランジ間）状況（国内） 

図 1.6 支承部周辺の劣化腐食状況（海外） 
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1.2 本論文の構成 
本研究では，古くから国内外に数多く存在する開床式（無道床式）の鋼製プレートガーダー

鉄道橋における局部腐食に着目し，主桁本体の残存耐荷力低下に及ぼす影響がきわめて大きい

と考えられる代表的な 2 タイプの腐食損傷現象（まくらぎ下の上フランジ腐食，支承部付近の

構成部材腐食）を抽出して，維持管理分野における合理的かつ経済的な定量的評価法や補強法

の提案ならびにそれらの手法に対する解析的検討・評価を実施する． 

はじめに，まくらぎ直下の上フランジ上面に腐食損傷を有する鋼製プレートガーダー鉄道橋

を対象として，曲げを受けることによる崩壊形式が，圧縮フランジの座屈様式（フランジ水平

座屈もしくはフランジねじれ座屈）に応じて変化する現象に着目する．これらの座屈様式ごと

に異なる基本座屈長を有する上フランジの抽出モデルを用いた複合非線形 FEM 解析結果を参

考に，双方の座屈耐荷力曲線について解説する．その上で，残存曲げ耐荷応力の簡易算定式，

ならびに曲げとまくらぎ直下腐食部へ直接作用する局所荷重（パッチロード）との組合せ荷重

状態下における主桁本体としての残存耐荷力の評価手法について解説する．さらに，上記同様

の腐食状況や組合せ荷重状態を考慮したビームモデルによる複合非線形 FEM 解析を実施し，

上記の評価手法を用いて算定した主桁の残存耐荷力が妥当であることを示す． 

続いて，支承部周辺に腐食損傷を有する鋼製プレートガーダー鉄道橋を対象に，支点部付近

にせん断力を受ける場合のビームモデルのせん断破壊や局部座屈挙動に着目した複合非線形

FEM 解析を行い，各部材表面からの減肉量や部材接合部における剥離範囲をそれぞれ変化さ

せて，各々の腐食状態を組み合わせたパラメトリックスタディによる主桁の残存耐荷力の評価

や耐荷力低下傾向の把握を試みる．さらに，長寿命化に主眼を置いた，主桁全体としての残存

耐荷力回復のための補強法の提案，ならびにそれらを適切にモデル化した解析的な評価検討を

実施の上，この補修法が有用かつ実用であることを示す． 

本論文は，全 6 章で構成され，第 1 章では，本研究の背景と目的および本論文の構成につい

て述べる． 

第 2 章では，本研究に関連する鋼製桁の曲げ耐荷力やせん断（圧縮）耐荷力の評価や腐食損

傷を有する桁の残存耐荷力の評価などに着目した既往の研究内容について整理する．また，維

持管理分野における残存耐荷力評価や補強の現状についても述べる． 

第 3 章では，まくらぎ直下の上フランジ上面に腐食減肉を有する鋼製プレートガーダー橋を

対象に，維持管理分野の実務に適用可能な残存耐荷力の簡易評価法およびその妥当性について

解析的に検証する． 

第 4 章では，支承部付近に腐食損傷を有する鋼製プレートガーダー橋を対象に，支点部付近

の各部材表面からの減肉量や部材接合部における剥離範囲をそれぞれ変化および組み合わせ

るパラメトリックスタディによって，残存耐荷力の評価や耐力低下傾向の把握を行う． 

第 5 章では，第 4 章で着目した支承部付近に腐食損傷を有するプレートガーダーの長寿命化

に主眼を置いた，残存耐荷力回復のための補強法の提案およびそれらをモデル化した解析的な

評価検討を実施の上，その有用性や実用性についても明らかにする． 

第 6 章では，本論文の第 3 章から第 5 章までの研究成果をもとに，維持管理分野における残
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存耐荷力評価や本研究成果の活用の観点からの総括を述べ，あわせて本研究で得られた知見に

ついても総括する． 
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第 2 章 既往の研究 
 

2.1 プレートガーダーの曲げ耐荷力評価に関する研究 
Basler ら 2-1)は，曲げを受けるプレートガーダーの崩壊形式が，図 2.12-2)に示すような圧縮フ

ランジの 3 つの座屈様式，すなわち，垂直座屈，水平座屈（横ねじれ座屈），ねじれ座屈により

決定されるものとして，各崩壊形式に対する耐荷力評価を示している．このうち，フランジ垂

直座屈は，ウェブの幅厚比が極端に大きい場合（Basler によれば，hw/tw>320；hw：ウェブ高さ，

tw：ウェブ板厚）にのみ発生し，通常では起きないことが今までに明らかにされている．また，

そのほかのフランジ水平座屈とフランジねじれ座屈は，フランジの剛性に大きく依存する局部

座屈による崩壊形式となることから，本研究における検討対象とする．この 2つの座屈挙動は，

まくらぎ下腐食を有するプレートガーダーにとって，極めて影響の大きい崩壊形式となる．そ

の場合，フランジ水平座屈による崩壊については，通常，横桁や横構の間隔などの主桁のねじ

れ角が拘束されている区間で発生するが，複数のまくらぎ下腐食がある状態では，圧縮フラン

ジの曲げ座屈挙動が支配的になるものと考えられる．また，フランジねじれ座屈による崩壊は，

腐食のない場合には垂直補剛材の間隔で発生するが，まくらぎ下腐食が進行すれば，まくらぎ

幅を座屈長とする範囲に発生する． 

以上の考えに基づき，本研究では，Basler らが与えた曲げ耐荷力評価式を用いて，その適用

性の可否に関する検討および評価を行う． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.2 腐食した桁の残存曲げ耐荷力に関する研究 

鋼構造物の維持管理分野では，腐食した構造物あるいは部材の現時点における残存耐荷力を

適切に評価することが不可欠であることはいうまでもない．藤井ら 2-3)～2-6)は，正確な耐荷力評

価のためには腐食表面の凹凸状態と部材が受ける応力状態が重要であるとの観点から，引張

フランジねじれ座屈 フランジ水平座屈 フランジ垂直座屈 

図 2.1 プレートガーダーの座屈様式 2-2) 
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（繰り返し），圧縮などの種々の応力状態における腐食鋼板あるいは桁の残存耐荷力の解明を

試みている．これらの腐食を有する鋼構造物の残存耐荷力評価においては，載荷実験のみなら

ず，腐食した鋼材表面の凹凸状態の測定にも多大な労力と時間を要することから，今後はより

多くの計測や実験結果とあわせて，解析的アプローチからのパラメトリックスタディ実施に基

づいたデータの蓄積やプロセスの体系化が期待されるところである 2-7)～2-9)． 
腐食したプレートガーダーの残存曲げ耐荷力については，野上ら 2-10)や森ら 2-11)が，人工的に

作成したフランジ表面の腐食を立体要素に考慮して，桁全体の強度解析を行っている． 

海田ら 2-12)は，約 100 年間供用された後に撤去されたプレートガーダーを用いた残存曲げ強

度試験を行い，終局曲げ挙動を調べている．その結果として，圧縮フランジの腐食部において

局部的にねじれ座屈が発生して崩壊することを確認している．また，この圧縮フランジ部の座

屈が，桁の残存曲げ耐荷力に大きく影響するものとして結論づけている． 

中山ら 2-13)は，健全なプレートガーダー1 体とまくらぎ下の上フランジ板厚が 50％減肉した

3 体のプレートガーダーを用いた曲げ載荷試験を行い，まくらぎ下の腐食状態が桁の曲げ耐荷

力にどのような影響を及ぼすのかを明らかにしている．それと同時に，この実験に対応した

FEM 解析も行っており，まくらぎ下腐食を考慮した解析が適用可能であることを示している．

また，中山ら 2-14)は，まくらぎ下の上フランジに局部腐食を有するプレートガーダーモデルを

用いて，腐食の位置や箇所数，板厚減少率を変化させた場合に，桁の残存耐荷力がどのように

変化するのかを解析的に検証しており，板厚減少が大きくなれば，腐食範囲の上フランジの局

部座屈強度が桁全体の最大荷重に大きな影響を及ぼすことを示している．さらに，中山ら 2-15)

は，まくらぎ下の上フランジの腐食減肉をモデル化する際，上面のみからの減肉と両面からの

減肉の双方の解析モデルを用いた比較検討も実施しており，後者よりも前者の場合の曲げ耐荷

力の方が若干低下するものの，ほとんど影響しないことが示されている．一方，以上の研究は，

上フランジの座屈様式の違いに着目した曲げ耐荷力低下や曲げと局所荷重の組合せ荷重下の

観点では述べられておらず，今後はそれらの状況に着目した残存耐荷力評価が必要になる． 

岡本 2-16)は，まくらぎ下腐食を有するプレートガーダーに局所荷重が作用する場合の残存耐

荷力実験を実施している．この研究において，まくらぎ下の上フランジ腐食による減肉量が大

きくなれば，プレートガーダーの残存耐荷力もそれに応じて低下していくことを明らかにして

おり，局所荷重直下のウェブに生じる面外方向のたわみ形状は，腐食量によらず，ほぼ同じに

なることを示している． 

 

 

2.3 桁の残存耐荷力評価法に関する研究 
建設省土木研究所（当時）で行われた腐食した梁部材の曲げ強度実験 2-17)では，梁が水平座

屈（横倒れ座屈）を生じるときの曲げ強度について，腐食箇所の平均板厚を用いた評価法が提

案されている． 

また，局所荷重を受けるプレートガーダーの耐荷力については，今までに多数の実験的およ

び解析的研究が行われているが，耐荷力の算定法としては実験に基づいたものが多い 2-18)～2-25)．
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このうち，1979 年に ASCE に発表された Roberts ら 2-25)の算定法は，崩壊メカニズムを考えた

塑性解析であり，物理的意味づけの明確なものとして注目された．しかしながら，彼らの算定

法には，腹板の座屈強度が一切考慮されておらず，耐荷力算定値が実験値に対し，平均 16％程

度も控えめな値となっている．藤井ら 2-14)は，まくらぎ下腐食を有するプレートガーダーが，

腐食フランジ部分に局所荷重を受けた場合の残存耐荷力について実験的に検討し，滝本らの提

案する耐荷力算定式 2-26), 2-27)を適用すれば精度よく評価できることを示している．さらに，岡

本 2-16)は，自ら実施した実験結果をもとに，過去の研究で提案されている局所荷重を受ける場

合のプレートガーダーの耐荷力評価式の適用性について検討を行い，滝本の提案式 2-26)が適用

可能であると結論づけている． 

しかしながら，残存曲げ耐荷応力の簡易算定式や曲げとまくらぎ直下腐食部へ作用する局所

荷重（パッチロード）との組合せ荷重状態下における主桁全体としての残存耐荷力を十分な精

度で評価および推定する手法はまだ確立されていないのが実状であり，本研究における検討対

象とする． 
 
 

2.4 腐食した桁の残存せん断耐荷力（残存圧縮耐荷力含む）および補強法に関する研究 
鋼橋における腐食損傷の多発箇所として，漏水の多い桁端部，水平材上面などの滞水しやす

い箇所，支承部周辺，通気性や排水性の悪い連結部，泥・ほこりの堆積しやすい下フランジの

上面，溶接部等があげられる 2-28)．図 2.2 に腐食損傷事例を示す．桁端部はせん断力が卓越す

る箇所であり，桁端に近い主桁ウェブのせん断耐荷力および支点上の柱としての圧縮耐荷力を

評価する必要があり，本研究で対象とする腐食損傷を有する桁端部の残存耐荷力を明らかにす

ることは，非常に重要かつ重点課題の一つとなっている． 

腐食損傷を有する主桁ウェブの残存せん断耐荷力については，海田ら 2-29)が，腐食を考慮し

た周辺単純支持板のパラメトリック強度解析と腐食した実際のプレートガーダーを用いたせ

ん断強度実験結果から，腐食鋼板のせん断強度評価のための統計量と強度評価法について検討

している．結果として，鋼板全面がほぼ同じ凹凸状態で腐食した形態を有する腐食鋼板の極限

せん断強度は，平均板厚を用いて幅厚比パラメータ R を求めれば，腐食の無い鋼板の座屈強度

曲線から精度よく評価できることを示している．また，下フランジ近傍のウェブ下部腐食を模

擬したせん断耐力実験と解析が行われており 2-30)，人工的に切削したウェブ下部がせん断耐荷

力の低下要因となることを示したうえで，実腐食減厚分布を有する桁の継続的な研究の必要性

についても述べられている． 

下里ら 2-31), 2-32)は，腐食位置に着目し，ウェブ下端部および水平補剛材の腐食が先行してい

る場合について，実験的検討を行い，ウェブ断面積の割合が残存せん断耐荷力に比例しないこ

とを示している．中山ら 2-33)は，鋼鉄道橋を対象に，ウェブに孔食を設けた桁の載荷試験およ

び弾塑性有限変位解析を行い，ウェブに孔食を有する桁の残存せん断耐荷力について検討して

いる．孔食を有する桁の残存せん断耐荷力の低下は 8％程度と小さいが，最大荷重時の桁の鉛

直たわみが健全な桁のそれと比べて非常に小さくなることを示している．また，孔食の長さが
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短い場合，桁の残存せん断耐荷力はほとんど低下しないことを示している． 

奥山ら 2-34)～2-36)は，桁端部のウェブに生じた腐食損傷に対して，炭素繊維に樹脂を含浸硬化

させた炭素繊維強化樹脂材料（CFRP）を貼り付け，面外剛性を増加させることでせん断強度の

向上を図る工法について検討している．また，桁端部の支点上などの代表的な腐食損傷を模擬

し，図 2.3 に示すウェブ下端から 50mm の高さで板厚を 50%，100%減肉させた場合，残存せん

断耐荷力は，10.4%，21%低下することを示し，ウェブの損傷範囲と腐食量をパラメータに検討

している．田井ら 2-37)は，重度の腐食損傷によって崩落に至った鋼プレートガーダー橋を対象

に，その崩壊のメカニズムを解析的に検討している．さらに，腐食部位を回復させた場合の逆

解析を行って，橋梁全体の耐力低下に重大な影響を及ぼす腐食損傷形態と耐力保持部材を明ら

かにしている． 

支点上の柱としての残存圧縮耐荷力について，Vo Thanh Hunng ら 2-38)は，実際に腐食した桁

端部の載荷実験を行い，板厚減少の大きな部位に局部座屈が発生すること，実験的検討と解析

的検討により，残存圧縮強度は残存断面積比率にほぼ比例して低下することを示している．臼

倉ら 2-39)は，鋼橋の桁端のウェブと支点上補剛材の下端の腐食に着目して，支点上の柱の残存

圧縮耐荷力について，腐食を模擬して解析的に検討し，道路橋示方書・同解説（平成 14 年版）

の許容値 1.7 に対して 1.3 倍の余裕度があること，および高さ 10mm の欠損範囲に対して解析

し，健全時に対して約 4 割程度に残存耐荷力が低下することを示している．丹波ら 2-40)は，支

点上の柱の残存圧縮耐荷力について，鋼板当て板補修について実験的に検討している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.2 プレートガーダー桁端部の腐食損傷事例 2-27) 
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以上より，腐食損傷した桁端部付近のせん断耐荷力ならびに圧縮耐荷力の回復に着目した補

強対策に関する研究として，図 2.4 に示す腐食箇所の部分的な部材取替え（手順：①局所的な

腐食減肉や孔食を発見，②フィルム型を使用しての孔開け位置や切断位置の罫書き，③添接用

の孔開けおよびガス切断，④グラインダーによる切断箇所の仕上げ，⑤高力ボルトによる部材

取付け），鋼板や炭素繊維強化樹脂材料（CFRP）などを用いた当て板による補強法が提案され

ている．ただし，補強箇所周辺での応力集中によるせん断座屈や部材破断を誘発する恐れがあ

ることやせん断座屈後の後座屈挙動時に生じる接着面剥離にともなって急激に耐荷力が低下

する恐れがあること，現場での下地処理や繰り返しの接着処理もしくは狭いスペースでの多く

のボルト接合処理などの煩雑作業が数多く生じることなどの総合的見地から，本研究において

は，これらの問題や課題を軽減すべく，腐食損傷を有する桁端部における簡易補強法の提案な

らびに解析的評価を行う． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4 桁端部腐食部位の取替え手順 2-41) 

 

図 2.3 桁端部腐食の模擬形状 2-33) 
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2.5 腐食部材の補修・補強の要否および力学性能 

腐食した部材の補修や補強の要否や程度を判断する際，その腐食部位が当該部材の耐荷力を

決める断面であるかどうか，あるいは，もともとの強度に余裕のある断面であるかどうか，構

造物全体の安全性に与える影響はどのレベルなのか，などの定性的もしくは定量的観点に基づ

く検討や判定が必要になる．例えば，コンクリート床版やまくらぎを支持する主桁などの端部

に生じるせん断力に対する耐荷機構を考えれば，その周辺の水平フランジ部に多少の腐食が生

じていたとしても，それ自体がせん断耐荷力に大きな影響を及ぼすものではないと定性的に判

断できる．つまり，腐食減肉が生じている部位を調査した結果として，それが部材や全体系の

耐荷力に大きく影響しない部位であれば，それ以上の腐食進行を防止するだけの対策としてお

けばよいという定性的判断も可能になる． 

一方，部材の力学的な抵抗断面に腐食が生じている場合においても，その全てにおいて初期

断面への完全回復が必要になるとは限らない．鋼橋では，想定される最大の荷重に荷重係数を

乗じて載荷し，部材の強度にも所定の安全率を見込んで設計が行われているため，実際には設

計で考慮するような大きな荷重が作用していることはきわめてまれである．また，実働荷重作

用下で発生する応力は，死荷重による応力を加えても設計計算で求められる応力に比べて大幅

に小さくなることが多い．つまり，供用中の既設構造物を対象とする維持管理分野の場合，上

記の実状に基づく定量的な検討を行えば，不必要な断面補強を省略することも可能になる． 

定量的な検討を行う場合，腐食による部材耐力の低下は，板厚や断面積の減少量に依存する

ことは明らかであるが，腐食が各部材で一様に生じることはまれであり，板厚変化が場所によ

って異なったものとなることから，維持管理業務においては，何らかの代表値を用いて耐荷力

評価を行う必要がある．一般的によく用いられる評価指標としては，表 2.1 に示すようなもの

がある． 

 

表 2.1 板厚の評価指標の例 

指 標 定 義 

平均板厚 対象部材全体の板厚測定値を単純に算術平均した値 

最小板厚 対象部材全体の板厚測定値の最小値 

最小平均板厚 対象部材の幅方向測線ごとの平均板厚の最小値 

有効板厚 平均板厚－α×標準偏差（α：定数）で算出される板厚 

有効板厚欠損率 初期板厚に対する有効板厚の減少率 

最大断面欠損率 最小平均板厚となる断面での断面積の減少率 

 

引張を受ける部材では，断面積の減少分だけ耐力が下がると考えてよい．腐食が一様ではな

く，局所的な腐食により減肉が生じている場合には，荷重作用に対する直角方向の断面積が最

小となる位置で破断が生じるため，引張耐力の算定にあたっては，最小平均板厚または最大断

面欠損率を用いればよいことがわかる． 

また，腐食した圧縮部材（柱部材）や曲げ部材の耐荷性能を考える場合には，断面積の減少
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による影響に加え，幾何形状（細長比，幅厚比）の変化による座屈耐荷力への影響も考慮する

必要がある．一般に，断面二次半径の減少によって細長比が，板厚の減少によって幅厚比が各々

増加するため，全体座屈強度および局部座屈強度ともに低下する．腐食は各部材で一様に生じ

ることなく，板厚も場所によってさまざまにばらつくものとなるため，それらを正確に考慮し

た上で座屈耐荷力を予測することはきわめて難しい．そのため，表 2.1 に例示した板厚の評価

指標を用いて，経験則的に耐荷力の低下傾向を評価するのが現実的であり，その考え方や取扱

いについては，さまざまな提案が行われている 2-42)． さらには，本研究等を通じた解析的アプ

ローチからの分析データや知見の蓄積ならびに活用が継続的に必要になる． 
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第 3 章 まくらぎ下腐食を有するプレートガーダーの残存耐荷力評価 
 

最初に，以下の 2 つの評価法に対する具体について記述する． 

1）まくらぎ下腐食を有するプレートガーダーの残存曲げ耐荷力評価法． 

2）局所荷重と曲げが同時に作用する場合の相互作用曲線を用いた，まくらぎ下腐食を有する

プレートガーダーの残存耐荷力評価法． 

残存曲げ耐荷力については，基本的には Basler3-1)らの考えを踏襲し，まくらぎ下腐食を有す

る圧縮フランジ部のみを取り出して，それらを解析的に評価している．実橋梁において，ウェ

ブ全体が極端に減肉していることはまれであることから，フランジ垂直座屈は考慮しない 3-2), 

3-3)．したがって，フランジの水平座屈とねじれ座屈の 2 つの座屈様式ごとに異なる基本座屈長

を有する上フランジの抽出モデルを用いた複合非線形 FEM 解析結果を参考に，各々の崩壊様

式に対する残存曲げ耐荷力の特性について解説する． 

次に，局所荷重と曲げの組合せ荷重を受けるプレートガーダーのビームモデルを用いた弾塑

性非線形 FEM 解析を実施し，そこで得られる解析結果との比較によって，上記の評価法なら

びに評価式の妥当性を検証する． 

また，以上に基づく，維持管理のためのプレートガーダーの残存耐荷力評価法の流れについ

ても，まとめて記述する． 

 

3.1 残存曲げ耐荷力評価法 
 

3.1.1 解析概要 
列車が鉄道橋梁上を通過する際，図 3.1 に示すように，軸重 P がレールを介してまくらぎに

伝わり，さらにまくらぎから主桁に伝達されることになる．例えば，赤点線で囲った部分を抽

出すれば，図 3.2 に示すように，まくらぎが載っている部分に局所荷重 P’が作用し，両端に曲

げモーメント M とせん断力 V が発生することとなる．このとき，上フランジの主方向には，

曲げによる等分布軸圧縮応力が作用している． 

ここで，本研究で対象とするプレートガーダーの曲げ崩壊形式は，圧縮フランジの水平座屈

とねじれ座屈の2つであるが，それぞれの座屈長さは，図3.2，図3.3に示すようになると考えら

れる．すなわち，水平座屈の場合は横構（横桁）間隔Lh，一方，ねじれ座屈の場合は垂直補剛

材間隔Ltとなる．ただし，まくらぎ下の上フランジ部に腐食による減肉が生じた場合には，そ

のまくらぎ幅Lt’においてねじり座屈が生じることとなる． 

各々の座屈様式に対する曲げ耐荷力を算出するためのモデルは，プレートガーダーから圧縮

フランジのみを取り出して考えることとするが，その際，圧縮フランジには，曲げモーメント

による等分布軸圧縮応力が発生し，さらにウェブの接合辺において単純支持されているものと

仮定する． 

ここでの解析検討は，汎用解析コードABAQUSを用いて実施し，4節点アイソパラメトリッ

クシェル要素を採用した弾塑性大変形解析として，増分制御には孤長増分法を適用する．あわ
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せて，圧縮フランジ部における溶接による残留応力についても考慮する．また，鋼材の材質に

はSS400を採用し，その材料特性として，弾性係数E＝200（GPa），ポアソン比ν＝0.3，降伏応力

σy＝235（Mpa）の完全弾塑性体を仮定する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

軸重 P 

図 3.1 プレートガーダーの側面図 

図 3.2 側面詳細図 

まくらぎ幅 Lt’ 

（有腐食：フランジねじれ座屈） 

垂直補剛材間隔 Lt 
（無腐食：フランジねじれ座屈） 

M V 

P’ 

V 

M 

横構（横桁）間隔 Lh 
（フランジ水平座屈） 

図 3.3 プレートガーダーの平面図 
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3.1.2 フランジ水平座屈 
（1）解析モデルと境界条件 

フランジ水平座屈に着目した曲げ耐荷力評価を行う際，横構もしくは横桁間隔を基本座屈長

Lh とする圧縮フランジのみをプレートガーダーから取り出して解析を行う．この取り出した圧

縮フランジは，図 3.4 に示すように，両端のウェブ接合部でピン支持され，たわみに対しては，

フランジ両端の辺およびウェブ接合辺でそれぞれ単純支持（S.S：Simple Support）される 1 枚

のプレートとしてモデル化できる．この圧縮フランジの両端部には，等分布軸圧縮応力が作用

している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解析モデルの寸法諸元を表 3.1 に，要素分割図を図 3.5 にそれぞれ示す．モデル A には腐食

部を 3 箇所，モデル B には腐食部を 4 箇所想定し，図中に示す通りの等間隔に配置する．腐食

部の幅はまくらぎ幅 200mm に同じとし，まくらぎ純間隔（腐食部間の純間隔）は 400mm とす

る．ここで，要素分割上の 1 要素の大きさについては，両モデルともに，x 軸（橋軸）方向に

20mm，y 軸（橋軸直角）方向に 19.5mm として設定する．さらに，初期変位 w0 に式（3.1）で

あらわされる正弦半波形を用いて，最大初期変位を基本区間 Lhの 1/1000 として与える． 

h

h

L
xL

w sin
10000       （3.1） 

また，溶接による残留応力は，図 3.6 に示す応力分布で与える．境界条件は，図 3.7 に示す

とおり，フランジ両端の点 A，B をピン支持とし，フランジ両端の辺 a，b，およびウェブ接

合辺 c の面外方向たわみに対して単純支持とする．なお，図 3.7 の表は，各点および各辺にお

ける拘束条件をあらわしており，6 自由度の節点変位に対して，1 は固定，0 は自由であるこ

とを示している． 

解析は，腐食部の板厚を 30，27，24，21，18，15，12，9，6，3mm と変化させて行う． 

表 3.1 フランジ水平座屈解析のモデル寸法諸元 
フランジ水平座屈解析のモデル モデル A モデル B 

フランジ全長 Lh（mm） 2000 2600 

フランジ全幅 buf（mm） 320 320 

フランジ元板厚 tuf0（mm） 30 30 

腐食箇所数 箇所 3 4 

σ σ S.S 

Lh 
ピン支持 

S.
S 

S.
S 

buf 

図 3.4 フランジ水平座屈解析のモデル化 
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図 3.6 残留応力分布 

2000 
32

0 

300 400 400 300 

■ モデル A 

200 200 200 

y 

x 
腐食部 

2600 

32
0 

300 

■ モデル B 

300 200 400 200 400 200 400 200 

y 

x 
腐食部 

32
0 

図 3.5 フランジ水平座屈解析のモデル要素分割図 
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（2）解析結果 
i) 終局変形状態 
図 3.8 にモデル A とモデル B の終局変形状態をそれぞれ示す．モデル A および B ともに，

ほとんどの腐食ケースにおいて，まくらぎ下腐食区間にわずかなねじれ角が生じるものの，橋

軸直角方向の変位（フランジ水平座屈）が発生して崩壊している．しかし，モデル A のまくら

ぎ下腐食部板厚が 9mm，モデル B のそれが 6mm よりも小さくなると，図 3.9 に示すように，

フランジねじれ座屈が先行して崩壊する現象がみられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.7 フランジ水平座屈解析のモデル境界条件 

z 

x 

y 

A C B 

辺 b 
辺 c 

辺 a 

モデル A x 

y 

 

モデル B 

図 3.8 終局変形状態（フランジ水平座屈） 
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ii) 荷重‐変位曲線 
表 3.2 に各々のモデルにおける最大荷重と最大軸圧縮応力を示す．それぞれの最大荷重を比

較すると，モデル B が若干低くなるものの，ほとんど同じである．表 3.2 に示されるとおり，

フランジ水平座屈で崩壊する場合の最大軸圧縮応力が，ほぼ降伏応力に達しているのがわかる．

ここで，表中のアスタリスク（＊）は，フランジ水平座屈ではなく，フランジねじれ座屈が先

行して終局状態に達したケースを示す． 

図 3.11 および図 3.12 に，圧縮荷重（フランジ圧縮力）と，図 3.10 に赤丸●で示す中間点の

y 方向変位との関係を示す．この図より，上フランジ腐食部の板厚が減少するにつれて，最大

荷重が低くなっていくのが確認できる． 

 

表 3.2 最大荷重と最大軸圧縮応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

x 

y 

モデル A 

モデル B 

図 3.9 終局変形状態（フランジねじれ座屈） 
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y 

図 3.10 y 方向変位着目点 

図 3.12 荷重‐変位曲線（モデル B） 
 

図 3.11 荷重‐変位曲線（モデル A） 
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（3）耐荷力曲線 
以上の各解析モデルにおける各種パラメータと解析結果により得られた最大軸圧縮応力 σu

を降伏応力 σyで無次元化したもの（σu/σy）の数値一覧を表 3.3 に示す．また，縦軸に σu/σy，横

軸に細長比パラメータ λ を用いてあらわした，フランジ水平座屈の耐荷力曲線を図 3.13 に示

す． 

図 3.13 の破線は，以下に示す Basler の提案式（3.2）であり，細長比パラメータ λは，式（3.3）

で与えられる．表 3.3 に基づく図中の中抜きプロットは，破線で示す Basler の水平座屈の耐荷

力曲線とよく一致していることから，フランジ水平座屈による曲げ耐荷力は，Basler の提案式

より曲げ耐荷応力 σuhを求めて評価する． 

ここで，腐食部板厚が小さくなると，図中の黒塗りプロットに示すように，フランジねじれ

座屈により崩壊するものもあり，それらについては，別の耐荷力曲線の提案が必要になる． 

21

2
4

1

2

2

　　　　　　　　

　　　　
y

uh

     （3.2） 

Er
L yh1       （3.3） 

ここに， 

σuh：水平座屈における曲げ耐荷応力 

σy：降伏応力 

λ：細長比パラメータ 

Lh：基本座屈長 

r：断面2次半径 

E：弾性係数 

である．また，断面2次半径rは， 

12

2
uf

uf

uf b
A
I

r

      

（3.4） 

であり，Iuf および Auf は，それぞれ腐食部における上フランジの断面 2 次モーメントおよび断

面積で， 

　
12

3
ufuf

uf

tb
I

       

（3.5） 

　ufufuf tbA      

  

（3.6） 

である．ここに，bufは上フランジ全幅，tufは腐食部における上フランジの平均板厚である． 
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表 3.3 解析モデルにおける各種パラメータと算出応力比 σu/σy 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

式（3.5），式（3.6）を代入して得られる式（3.4）の断面 2 次半径 r は，腐食後の平均板厚 tuf

には無関係となるため，細長比パラメータ λは基本座屈長 Lhのみによって決定される．したが

って，通常の横構（横桁）配置間隔であれば，フランジ応力が降伏応力付近に達するまでは，

フランジ水平座屈は発生しないものと推察できる．そして，フランジ水平座屈が発生する場合

の主桁の終局曲げモーメントは，腐食によるフランジ断面積の減少とそれにともなう桁中立軸

の移動によって決まることがわかる． 

図 3.14 に，フランジ水平座屈解析モデルを用いた終局変形状態の一例を示す．この解析モデ

ルは，基本座屈長 3 m で，5 箇所の腐食区間を有する．なお，図中の赤色部は降伏域を示して

おり，この部位が局部腐食の位置であり，一方の健全部（腐食していない区間）は塑性域に達

図 3.13 フランジ水平座屈の耐荷力曲線 
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していない．図 3.14（a）の平面図をみると，変形状態は正弦半波形のようにみえる．しかし，

詳しくみれば，腐食部で角折れした多角形のようにもみえる．このとき，フランジの面外変位

（たわみ）は，図 3.14（b）に示すとおりであり，腐食部で板がねじれていることがわかる．し

たがって，複数の腐食部のねじれ座屈に起因して水平座屈のような終局モードが現れたと解釈

することも可能である．この終局モードがフランジ水平座屈かフランジねじれ座屈かを判断す

るのは難しいが，本研究では，この種の連成座屈は，ねじれ座屈破壊として扱った．連成座屈

が起こると，終局耐荷力は，単独の座屈荷重よりも幾分小さめになることが知られているが，

本研究で扱う腐食をともなう耐荷力評価では，連成座屈による耐荷力低下よりも板厚測定の誤

差や解析のためのモデル化などに起因する誤差の方が大きくなるものと推測され，連成効果の

影響は小さくなるものと考えている． 

 

 
 

 

 

図 3.14 フランジ水平座屈解析における変形状態 
 

（b）正面図 

 

（a）平面図 
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3.1.3 フランジねじれ座屈 
（1）解析モデルと境界条件 
フランジねじれ座屈に着目した曲げ耐荷力評価を行う際，前述のとおり，まくらぎ下が腐食

していない場合は，垂直補剛材間隔 Lt を基本座屈長とするねじれ座屈が発生するが，まくらぎ

下が腐食した場合には，垂直補剛材間隔 Ltのほかに，まくらぎ幅 Lt’（=200mm）を基本座屈長

とするねじれ座屈が発生する．よって，フランジねじれ座屈の解析では，圧縮フランジのまく

らぎ下の腐食部分に着目した解析モデルを採用する．このとき，まくらぎ下が腐食した上フラ

ンジプレートの解析モデルは，図 3.15 に示すように，3 辺単純支持 1 辺自由の圧縮板として，

両端で強制圧縮変位 δを与え，その最大荷重（反力）から，板断面の平均圧縮応力 σuを求める． 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

V M M 

V 
側面図 

平面図 

図 3.15 フランジねじれ座屈解析のモデル化 
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解析モデルは表3.4に示すとおり，基本座屈長をまくらぎ幅Lt’（=200mm）として，フランジ

半幅buf/2（=buf/2）の異なる計4ケースとする．図3.15に示す要素分割は，幅10mmの等間隔メッ

シュとして設定する．解析では，上フランジの元板厚tuf0を基準に，まくらぎ下腐食部の板厚を

フランジ半幅が160mmのときは28，25，20，15，10，5mm，フランジ半幅が200，300，400mm

のときは30，25，20，15，10，5mmとそれぞれ段階的に減少させて，耐荷力を調べる． 

さらに，初期変位 w0 に式（3.7）であらわされる正弦半波形を用いて，最大初期変位を元板

厚 tuf0の 1/100 として与える． 

'
sin

100 2/

0
0

tuf

uf

L
x

b
yt

w      （3.7） 

また，溶接による残留応力は，図3.16に示す応力分布で与える．境界条件は，図3.17に示すと

おり，3辺単純支持1辺自由とする（1は固定，0は自由）． 

 

表 3.4 フランジねじれ座屈屈解析のモデル寸法諸元 

フランジねじれ座屈解析のモデル モデル A モデル B モデル C モデル D 

まくらぎ幅 Lt’（mm） 200 200 200 200 

フランジ半幅 buf/2（mm） 160 200 300 400 

フランジ元板厚 tuf0（mm） 28 30 30 30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.16 残留応力分布 
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（2）解析結果 
i）終局変形状態 
図 3.18 にモデル C の終局変形状態を示す．各モデルおよび各解析ケースにおいてもこの図

と同様の終局変形状態となった．これらは，フランジねじれ座屈による崩壊形式をあらわして

いる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ii）荷重‐変位曲線 
表 3.5 にそれぞれのモデルにおける最大荷重と最大軸圧縮応力を示す．本表より，フランジ

半幅が大きくなるにつれて，最大荷重も大きくなっているのがわかる．また，表中のアスタリ

スク（＊）は，全降伏する前に，弾塑性座屈が現れて終局状態に達したケースを示す． 

図 3.19～図 3.22 に，モデル化した圧縮フランジ端に現れる反力としての圧縮荷重と，フラン

ジ自由辺上の中間点のたわみ（z 方向変位）との関係を示す．

A B C

辺 c 

辺 a 辺 b 

x 

z 
y 

図 3.17 フランジねじれ座屈解析のモデル境界条件 

x 

z 
y 

図 3.18 終局変形状態（フランジねじれ座屈） 
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表 3.5 最大荷重と最大軸圧縮応力 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.19 荷重‐変位曲線（モデル A） 
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図 3.20 荷重‐変位曲線（モデル B） 

図 3.21 荷重‐変位曲線（モデル C） 
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（3）耐荷力曲線 
以上の各解析モデルにおける各種パラメータと解析結果により得られた最大軸圧縮応力 σu

を降伏応力 σyで無次元化したもの（σu/σy）の数値一覧を表 3.6 に示す．また，縦軸に σu/σy，横

軸に幅厚比パラメータ R を用いてあらわした，フランジねじれ座屈の耐荷力曲線を図 3.23 に

示す． 

図 3.23 の破線は，前述した Basler の提案式（3.2）をあらわしているが，解析結果として得

られた値（σu/σy）はこれよりも小さい．これは，Basler の提案式では，アスペクト比 αを∞とし

たときの座屈係数 k に 0.43 を用いているためである．すなわち，本研究ではまくらぎ幅を基本

座屈長 Lt’としているため，Basler の提案式は適用できないことを示す．そこで，解析結果から

アスペクト比 αを考慮した式（3.8）を各プロットからの近似式として用いる． 

R
R

R
y

ut

433.0433.0

433.01

89.0

　　

　　　　　

     （3.8） 

上式中のRは幅厚比パラメータで，式（3.9）であらわされる． 

Ekt
b

R y

uf

uf
2

2/ 1121      （3.9） 

ここに， 

図 3.22 荷重‐変位曲線（モデル D） 
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σut：ねじれ座屈における曲げ耐荷応力 

tuf：腐食後の上フランジの平均板厚 

buf/2：上フランジ半幅  

ν：ポアソン比 

k：座屈係数 
2/143.0 　k       （3.10） 

α：アスペクト比（本解析の場合，Lt’/buf/2） 

σy：降伏応力 

E：弾性係数 

である． 

以上の解析では，基本座屈長Lt’をまくらぎ幅としているため，その適用は，垂直補剛材間に

まくらぎ下腐食が1箇所存在する場合のみに限られる．そこで，他の腐食状態における基本座

屈長の考え方を，図3.24（a）～（c）に示す．図3.24（c）のように，腐食箇所が垂直補剛材間

に2箇所存在する場合の座屈長は，2倍の400 mmとなる． 

 

表 3.6 解析モデルにおける各種パラメータと算出応力比 σu/σy 
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図 3.23 フランジねじれ座屈の耐荷力曲線 
 

図 3.24 座屈長 a の考え方 
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また，長期経年したプレートガーダーでは，維持管理作業において，まくらぎ位置を何度も

線路方向にずらした経緯をもつものも実際には多数存在する．このような橋梁では，上フラン

ジ全体がほぼ一様に減肉していることも考えられ，その場合には，基本座屈長を垂直補剛材間

隔に採り，その間の残存板厚の平均値を適用して，以上に示した手法を用いてフランジねじれ

座屈応力を求めればよい． 

 

3.1.4 残存曲げ耐荷力 
ここまで，フランジの水平座屈およびねじれ座屈が発生するときの各々の残存耐荷応力 σuの

算定法について示した．このフランジの残存耐荷応力 σuを用いて，まくらぎ下腐食を有するプ

レートガーダーの残存曲げ耐荷力を，はり理論に基づいて求める． 

まず，フランジ水平座屈応力 σuhとフランジねじれ座屈応力 σutのうち，小さい方が実際の主

桁の曲げ耐荷力を決定することになる．そして，主桁の終局モードは，それに対応した座屈様

式となる．両者の小さい方の座屈応力を σuとして，まくらぎ下の腐食量がフランジ全面にわた

って一様に減肉していると仮定すると，はり理論に基づく残存曲げ耐荷力（残存終局曲げモー

メント）Mu0は次のように与えられる． 

h
I

M u
u

0        （3.11） 

I
h

M u
u0        （3.12） 

ここに， 

I：まくらぎ下の腐食を考慮した断面2次モーメント 

h：腐食部断面の中立軸位置から上フランジ中央面までの距離  

である． 

よって，腐食による曲げ耐荷力低下率は，式（3.12）と腐食前の降伏モーメント My0を用い

て，式（3.13）としてあらわすことができる． 

h
h

I
I

I
h

I
h

M
M

y

u

y

u

y

u 0

0
0

0

0

0      （3.13） 

ここに， 

σy：降伏応力 

I0：腐食前の断面 2 次モーメント 

h0：腐食前の中立軸位置から上フランジ中央面までの距離 

である． 
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3.2 局所荷重を受ける残存耐荷力評価法 
 
局所荷重を受けるプレートガーダーの耐荷力算定式については，今までに多数の研究がなさ

れている3-4)．藤井ら3-5)は，まくらぎ下腐食を有するプレートガーダーが，腐食フランジ部分に

局所荷重を受けた場合の残存耐荷力について実験的に検討し，滝本らの提案する耐荷力算定式

3-6), 3-7)を適用すれば精度よく評価できることを示した．本研究では，滝本の算定式をもとにさ

らに簡略化した次式3-4)を用いることとする． 

w

uf
ufyufwwywu h

ta
tttP

2
2

1425 2
0

   （3.14） 

ここに， 

tw：ウェブ板厚 

σwy：ウェブの降伏応力 

tuf：上フランジ板厚 

σufy：上フランジの降伏応力 

a：局所荷重の作用幅 

hw：ウェブ高さ 

である． 

 
 
3.3 組合せ荷重状態の相互作用曲線 
 
開床式プレートガーダー橋では，列車荷重がレールからまくらぎを介して上フランジに直接

作用し，ガーダーパネルは，曲げモーメントとせん断力およびまくらぎを介した局所荷重が作

用する組合せ荷重状態下となる．ここでは，次式に示す相互作用曲線3-4), 3-7)を適用して，組合

せ荷重状態を考慮することとする． 

1
2

0

2

0 u

u

u

u

M
M

P
P

      （3.15） 

ここに， 

Pu：組合せ荷重時の局所荷重の終局荷重 

Mu：組合せ荷重時の終局曲げモーメント 

Pu0：局所荷重のみが作用するときの局所荷重の終局荷重（式（3.14）） 

Mu0：曲げモーメントのみが作用するときの終局曲げモーメント（式（3.12）） 

である． 

森脇ら3-7)は，せん断力も考慮した相互作用曲線を提案しているが，式（3.15）では，せん断

力は考慮していない．これは，本研究において，せん断耐荷力は主にウェブによって受け持た

れるため，フランジの腐食は，せん断耐荷力にそれほど影響しないと判断したことによる． 
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3.4 まくらぎ下腐食を有する残存耐荷力評価法 
 
ここまでの内容をもとに，まくらぎ下腐食を有するプレートガーダーの残存耐荷力把握のた

めの簡易評価法の具体手順について，前出の各評価式を用いて，あらためて以下に示す． 

まず，純曲げが作用する主桁の曲げ耐荷応力をフランジの水平座屈およびねじれ座屈のそれ

ぞれの座屈様式が発生するケースを想定して，式（3.2）および式（3.8）より，座屈応力σuhとσut

を求める． 

21

2
4

1

2

2

　　　　　　　　

　　　　
y

uh

     （3.2） 

R
R

R
y

ut

433.0433.0

433.01

89.0

　　

　　　　　

     （3.8） 

上式より求めた曲げ耐荷応力σuhとσutの小さい方が実際に生じる座屈様式となり，対象とする

主桁の曲げ耐荷応力σuとして決定する．このσuを用いて，はり理論式（3.12）から，純曲げが作

用するときの残存曲げ耐荷力（残存終局曲げモーメント）Mu0を求める． 

I
h

M u
u 0        （3.12） 

次に，局所荷重のみが作用する主桁の耐荷力Pu0を式（3.14）から求める． 

w

uf
ufyufwwywu h

ta
tttP

2
2

1425 2
0

   （3.14） 

以上で求めたMu0とPu0，および実際のプレートガーダーの着目パネルの曲げモーメントMuも

しくは局所荷重Puのどちらか一方が与えられると，評価式（3.15）から組合せ荷重を受けるガ

ーダーのもう一方の残存耐荷力（局所荷重の終局荷重Puもしくは終局曲げモーメントMu）が求

まる． 

1
2

0

2

0 u

u

u

u

M
M

P
P

      （3.15） 

このとき，式（3.2），式（3.8），式（3.14）内の降伏応力については，許容応力や実材料の降

伏応力あるいは鋼種による公称降伏応力などの適用が考えられる．これについては，管理者の

判断によるが，本研究では，鋼種が判明している場合には，公称降伏応力を用いてよいものと
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考えている． 
 

 

3.5 残存耐荷力評価法の適用性に関する解析的検証 
 

実際の開床式（無道床式）の鋼製プレートガーダー鉄道橋では，列車による軸重がレールと

まくらぎを介して上フランジ上面へ直接的に作用する局所荷重と主桁全体へ作用する曲げモ

ーメントやせん断力との組合せ荷重状態となる．本節では，まくらぎ下腐食を有するプレート

ガーダーの有限要素モデルを用いて，種々の局所荷重と曲げモーメントの組合せ荷重下におけ

る終局強度解析を実施する．そして，ここで得られた解析結果や過去に行われた載荷実験結果

3-5), 3-8)と比較することで，前述した「まくらぎ下腐食を有するプレートガーダーの残存耐荷力

評価法」の適用性についても検証する．  

 

3.5.1 解析概要 
ここでの解析検討は，汎用解析コードNASTRANを用いて実施し，4節点アイソパラメトリッ

クシェル要素を適用した複合非線形有限要素解析として，増分制御には孤長増分法を採用する．

また，鋼材の材質にはSS400を採用し，その材料特性として，弾性係数E＝200（GPa），ポアソ

ン比ν＝0.3，降伏応力σy＝235（MPa）の完全弾塑性体を仮定する． 

本解析で対象とするプレートガーダーの一般形状寸法と荷重条件などのモデル化条件を図

3.25 に示す．また，解析モデルの寸法諸元一覧を表 3.7 に示す．解析検討は，まくらぎ下腐食

が，支間中央部の上フランジ上面に 1 箇所（タイプ 1），支間中央部の上フランジ上面に 2 箇所

（タイプ 2），の計 2 タイプに対して行う．図 3.25 に示すように，局所荷重は，まくらぎ下腐

食範囲の上フランジとウェブとの接合辺上に線荷重として作用させ，曲げモーメントは，桁両

端における支持点直上の垂直補剛材面にフランジ全幅を有する剛体要素を配置の上，偶力とし

て作用させる．なお，解析モデルには，支間中央部の垂直補剛材間のウェブ 1 パネルの面外方

向に，式（3.16）であらわされる正弦半波形の初期たわみ（やせ馬型）w0
3-9)を与える． ウェブ

中央点の最大たわみは，桁高 H の 1/250 となる． 

H
y

L
xHw sinsin

2500
     （3.16） 

ここに， 

H：桁高 

L：垂直補剛材間隔 

である．ここで，一定範囲内の初期不整であれば，プレートガーダーの曲げ強度低下に及ぼす

影響は非常に小さくなるとの研究報告3-10) , 3-11)がなされており，本研究においても耐荷力低下

に大きく影響しない範囲の初期たわみとして与えている． 
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検討対象とするタイプ1とタイプ2の腐食箇所に対する解析では，上フランジの元板厚tuf0

（28mm）を基準として，まくらぎ下腐食部の板厚を21mm（減肉率25％），14mm（減肉率50％），

7mm（減肉率75％）と段階的に減少させて，プレートガーダーの残存耐荷力を調べる．ここで，

まくらぎ下の上フランジが無腐食のモデルをPG -0，腐食に応じて25％，50％，75％減肉させた

モデルをそれぞれ，PG -25，PG -50，PG -75と呼ぶ．このプレートガーダーに作用する曲げモ

ーメントと局所荷重の大きさの割合を変化させて，耐荷力曲線と残存耐荷力を求める． 

解析モデルは，図3.26に示すように，応力や変形が集中する支間中央部付近を20mmメッシュ

にて細かく要素分割している．また，境界条件は，図3.27に示すとおりとして，辺a，bにて単

純支持させ，横構や横桁によるz方向の変位拘束を考慮している（1は固定，0は自由）． 

 

 

表 3.7 解析モデルの寸法諸元（タイプ 1 と 2 共通） 

解析モデル 支間長 ウェブ高 ウェブ厚 上ﾌﾗﾝｼﾞ幅 上ﾌﾗﾝｼﾞ厚 下ﾌﾗﾝｼﾞ幅 下ﾌﾗﾝｼﾞ厚 

PG - 
減肉率（%） 

L 
（mm） 

hw 

（mm） 
tw 

（mm） 
buf 

（mm） 
tuf0 

（mm） 
blf 

（mm） 
tlf 

（mm） 

PG -0 6000 1320 9 390 28 350 25 

PG -25 6000 1320 9 390 28 350 25 

PG -50 6000 1320 9 390 28 350 25 

PG -75 6000 1320 9 390 28 350 25 

 

解析モデル 垂直補剛材幅 垂直補剛材厚 上フランジ厚 
（腐食部板厚） 

断面 2 次 
モーメント 

（腐食全断面） 

中立軸位置 
（腐食全断面） 

PG - 
減肉率（%） 

bs 

（mm） 
ts 

（mm） 
tuf 

（mm） 
I 

（mm4） 
h 

（mm） 

PG -0 97.5 9 28.0 1.06.E+10 627 

PG -25 97.5 9 21.0 9.36.E+09 684 

PG -50 97.5 9 14.0 7.92.E+09 753 

PG -75 97.5 9 7.0 6.17.E+09 838 
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  x y z θx θy θz 

A 1 1 1 1 1 0 

B 0 1 1 1 1 0 

C 0 0 1 1 1 0 

D 0 0 1 1 1 0 

E 0 0 1 0 0 0 

F 0 0 1 0 0 0 

G 0 0 1 0 0 0 

H 0 0 1 0 0 0 

辺 a 0 1 0 1 0 0 

辺 b 0 1 0 1 0 0 

辺 c 0 0 1 1 1 0 

辺 d 0 0 1 1 1 0 

1: 固定  0: 自由 

 

 図 3.27 プレートガーダーの解析モデル境界条件 
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3.5.2 解析結果 
（1）タイプ 1 
以下に，まくらぎ下腐食が，「支間中央部の上フランジ上面に 1 箇所（タイプ 1）」（図 3.25）

の場合の解析結果を示す． 
i）荷重‐変位曲線 
図 3.28 に局所荷重のみが作用するとき，図 3.29 に純曲げが作用するときの荷重‐変位曲線

をそれぞれ示す．このときの横軸の変位は，図 3.25 に示した“鉛直たわみ算出点”（支間中央

部の上フランジ中央点）における鉛直変位をあらわす． 

局所荷重のみが作用する場合の図 3.28 から，各々の最大荷重は，まくらぎ下の上フランジ上

面の腐食による減肉量が大きくなるにつれて低下しているのがわかる．そのなかでも，PG -75

の最大荷重の低下割合や最大荷重到達後の耐荷力の低下傾向が若干大きくなっている．また，

純曲げが作用する場合の図 3.29 から，最大曲げモーメント後の挙動として，PG -0 および PG -

25 は，ほぼ一定の耐荷力を保ったまま変位が増加しているが，PG -50 以上になると変位の増加

とともに耐荷力が低下して，ある一定値に収束していくのがわかる．加えて，PG -50 以上の最

大曲げモーメントの低下割合も大きくなっている． 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.28 荷重‐変位曲線（局所荷重のみ） 

図 3.29 荷重‐変位曲線（純曲げ） 
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次に，各減肉モデルに対して，組合せ荷重の割合を変化させたときの局所荷重と上フランジ

中央点の鉛直変位の関係を図 3.30～図 3.33 にそれぞれ示す．全体的に，曲げが作用し始めると

局所荷重のみを受ける場合よりも最大荷重が低下し，解析開始時点からの鉛直変位は，曲げ作

用の増加に応じて大きくなる． 

PG -25（図 3.31）は，PG -0（図 3.30）と比較して，各荷重比率ケースともに最大荷重が若干

低下しているものの，荷重‐変位の関係性に大きな違いはみられない．曲げの割合が比較的小

さい場合（曲げと局所荷重の比が 1.0 程度よりも小さい場合）には，最大荷重到達後にも耐荷

力が低下して，ある一定値に収束していく傾向にあるのがわかる．一方，曲げの割合がそれ以

上に大きくなれば，最大荷重自体が急激に下がり，最大荷重到達後は耐荷力がほぼ低下するこ

となく，変位が増加している．PG -50（図 3.32）についても，曲げの割合が比較的小さい場合

（曲げと局所荷重の比が 0.91 のとき）の最大荷重の低下割合や最大荷重到達後の耐荷力の低下

傾向が顕著化しているなど，若干の相違はみられるものの，PG -0 や PG -25 と概ね同じ傾向を

示している．また，PG -75（図 3.33）は，曲げの割合が比較的小さい場合にも，最大荷重の低

下割合や最大荷重到達後の耐荷力の低下傾向が著しくなっており，上フランジの局部腐食によ

る過度な減肉状態は，曲げと局所荷重の組合せ荷重下においては極めて危険な状態にあるとい

える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.30 荷重‐変位曲線（PG -0） 

図 3.31 荷重‐変位曲線（PG -25） 
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次に，組合せ荷重の割合を変えたときの曲げモーメントと上フランジ中央点の鉛直変位の関

係を図 3.34～図 3.37 に示す．これらの図からも，局所荷重が作用し始めると曲げのみを受ける

場合よりも最大曲げモーメントが低下し，解析開始時点からの鉛直変位は，局所荷重作用の増

加に応じて大きくなっているのがわかる． 

PG -25（図 3.35）は，PG -0（図 3.34）と比較して，各荷重比率ケースともに最大曲げモーメ

ントが 1 割程度低下しているものの，荷重‐変位の関係性に大きな相違はみられない．局所荷

重の割合が大きくなる場合を除いて，最大曲げモーメント到達後の耐荷力はほとんど低下せず

に，変位のみが増加しているのがわかる．また，局所荷重の割合が極端に大きくなれば，最大

曲げモーメント自体が急激に下がり，最大曲げモーメント到達後の耐荷力も緩やかに低下して

いく．PG -50（図 3.36）や PG -75（図 3.37）は，各荷重比率ケースともに最大曲げモーメント

や最大曲げモーメント到達後の耐荷力が大きく低下しており，ある一定値に収束していく傾向

にあるのがわかる．

図 3.32 荷重‐変位曲線（PG -50） 

図 3.33 荷重‐変位曲線（PG -75） 
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図 3.34 荷重‐変位曲線（PG -0） 

図 3.35 荷重‐変位曲線（PG -25） 

図 3.36 荷重‐変位曲線（PG -50） 
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種々の局所荷重と曲げモーメントの組合せ荷重下（荷重比率ケース：A，B，C，D，E）にお

ける終局強度解析から得られた，タイプ 1 の各減肉モデル（PG -0，PG -25，PG -50，PG -75）

の局所荷重と曲げモーメントの耐荷力一覧を表 3.8 に示す．表中に示す Pu と Mu は各々，局所

荷重と曲げモーメントの耐荷力を示し，Pu0と Mu0は，局所荷重のみ，および純曲げのみを作用

させたときの耐荷力をそれぞれ示す． 

 

表 3.8 解析結果による耐荷力（タイプ 1） 
解析モデル 局所荷重（kN） 曲げモーメント（kN･m） 

PG - 
減肉率（%） 

荷重比率 
ケース 

荷重比率 
(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) 

Pu Pu0 Pu/Pu0 Mu Mu0 Mu/Mu0 

PG -0 

A 0 758 758 1.00 0 3821 0.00 
B 0.66 625 758 0.82 2082 3821 0.54 
C 1.99 330 758 0.44 3305 3821 0.86 
D 5.96 122 758 0.16 3666 3821 0.96 
E ∞ 0 758 0.00 3821 3821 1.00 

PG -25 

A 0 721 721 1.00 0 3361 0.00 
B 0.71 570 721 0.79 1898 3361 0.56 
C 2.14 283 721 0.39 2829 3361 0.84 
D 6.45 106 721 0.15 3187 3361 0.95 
E ∞ 0 721 0.00 3361 3361 1.00 

PG -50 

A 0 682 682 1.00 0 2505 0.00 
B 0.91 455 682 0.67 1518 2505 0.61 
C 2.73 212 682 0.31 2123 2505 0.85 
D 8.16 79 682 0.12 2369 2505 0.95 
E ∞ 0 682 0.00 2505 2505 1.00 

PG -75 

A 0 583 583 1.00 0 1420 0.00 
B 1.37 279 583 0.48 931 1420 0.66 
C 4.10 122 583 0.21 1217 1420 0.86 
D 12.28 45 583 0.08 1346 1420 0.95 
E ∞ 0 583 0.00 1420 1420 1.00 

図 3.37 荷重‐変位曲線（PG -75） 
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ii）終局荷重時の変形および応力分布 
タイプ 1 の各減肉モデル（PG -0，PG -25，PG -50，PG -75）に対する各荷重比率ケース（A，

B，C，D，E）の終局荷重時の変形および応力分布状況を表 3.10～表 3.13 にそれぞれ示す． 

本解析から得られた終局荷重時の変形状態は，概ねウェブ上端に生じる垂直方向の局部座屈

とフランジのねじれ座屈に分けることができる．表 3.9 からもわかるように，崩壊形式のほと

んどがウェブ上端の局部座屈によるものであったが，曲げが局所荷重よりも支配的に作用する

ケースにおいて，PG -0 や PG -25 ではウェブ上端の局部座屈とあわせてフランジの水平座屈の

ような現象があらわれ，また，PG -50 や PG –75 ではフランジのねじれ座屈があらわれた．こ

のフランジねじれ座屈に起因して崩壊に至るものは，全 25 モデル（荷重比率ケース含む）の

うち計 7 ケースであった． 

 

表 3.9 崩壊形式（タイプ 1） 

解析モデル 

崩壊形式 
PG - 

減肉率（%） 
荷重比率 
ケース 

荷重比率 
(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) 

PG -0 

A 0 垂直（ウェブ上端） 

B 0.66 垂直（ウェブ上端） 

C 1.99 垂直（ウェブ上端）＋水平 

D 5.96 垂直（ウェブ上端）＋水平 

E ∞ 垂直（ウェブ上端）＋水平 

PG -25 

A 0 垂直（ウェブ上端） 

B 0.71 垂直（ウェブ上端） 

C 2.14 垂直（ウェブ上端）＋水平 

D 6.45 垂直（ウェブ上端）＋水平 

E ∞ 垂直（ウェブ上端）＋水平 

PG -50 

A 0 垂直（ウェブ上端） 

B 0.91 垂直（ウェブ上端） 

C 2.73 垂直（ウェブ上端）＋ねじれ 

D 8.16 ねじれ 

E ∞ ねじれ 

PG -75 

A 0 垂直（ウェブ上端） 

B 1.37 ねじれ 

C 4.10 ねじれ 

D 12.28 ねじれ 

E ∞ ねじれ 

 

- 49 -



表 3.10 終局荷重時の変形および応力分布（MPa）状況（タイプ 1 の PG -0） 

タイプ 1：まくらぎ下腐食が支間中央部に 1 箇所のみ 

PG -0（上フランジの腐食減肉率 0％ ･･･ 板厚 28mm） 

A B 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 0 (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 0.66 

  

C D 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 1.99 (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 5.96 

  

  E 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = ∞ 
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表 3.11 終局荷重時の変形および応力分布（MPa）状況（タイプ 1 の PG -25） 

タイプ 1：まくらぎ下腐食が支間中央部に 1 箇所のみ 

PG -25（上フランジの腐食減肉率 25％ ･･･ 板厚 21mm） 

A B 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 0 (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 0.71 

  

C D 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 2.14 (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 6.45 

  

  E 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = ∞ 
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表 3.12 終局荷重時の変形および応力分布（MPa）状況（タイプ 1 の PG -50） 

タイプ 1：まくらぎ下腐食が支間中央部に 1 箇所のみ 

PG -50（上フランジの腐食減肉率 50％ ･･･ 板厚 14mm） 

A B 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 0 (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 0.91 

  

C D 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 2.73 (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 8.16 

  

  E 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = ∞ 
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表 3.13 終局荷重時の変形および応力分布（MPa）状況（タイプ 1 の PG -75） 

タイプ 1：まくらぎ下腐食が支間中央部に 1 箇所のみ 

PG -75（上フランジの腐食減肉率 75％ ･･･ 板厚 7mm） 

A B 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 0 (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 1.37 

  

C D 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 4.10 (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 12.28 

  

  E 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = ∞ 
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ここで，表 3.12 に示した，タイプ 1（まくらぎ下腐食が支間中央部に 1 箇所のみ）の減肉モ

デル PG –50（上フランジの腐食減肉率 50％ ･･･ 板厚 14mm）の各荷重比率ケース（A，B，C，

D，E）における終局荷重時（最大荷重時）の変形およびミーゼス応力分布状況の支間中央部付

近拡大図を図 3.38（a）～（e）にそれぞれ示す．局所荷重のみが作用する図 3.38（a）および局

所荷重が支配的に作用する（曲げの影響が小さい）図 3.38（b）では，局所荷重作用直下の上フ

ランジとウェブの狭い範囲にのみ応力が集中して，局部座屈が生じているのがわかる．一方，

曲げが局所荷重よりも支配的に作用するケース C 以降の図 3.38（c）～（e）においては，曲げ

による等分布軸圧縮応力が腐食部周辺に発生し，垂直補剛材間のウェブ上部の広範囲に降伏領

域が広がり，上フランジの腐食部にフランジねじれ座屈現象がみられる．ここで，純曲げのみ

が作用する図 3.38（e）のケース E よりも，組合せ荷重作用状態下の図 3.38（d）のケース D の

方がフランジねじれ座屈が明確にあらわれているのがわかる． 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.38 終局荷重時の変形および応力分布（MPa）状況の拡大詳細図（タイプ 1 の PG -50） 

 

（a）ケース A ･･･ (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 0 （b）ケース B ･･･ (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 0.91 

（d）ケース D ･･･ (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 8.16 （c）ケース C ･･･ (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 2.73 

（e）ケース E ･･･ (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = ∞ 
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（2）タイプ 2 
次に，まくらぎ下腐食が，「支間中央部の上フランジ上面に 2 箇所（タイプ 2）」（図 3.25）の

場合の解析結果を示す． 
i）荷重‐変位曲線 
図 3.39 に局所荷重のみが作用するとき，図 3.40 に純曲げが作用するときの荷重‐変位曲線

をそれぞれ示す．このときの横軸の変位は，図 3.25 に示した“鉛直たわみ算出点”（支間中央

部の上フランジ中央点）における鉛直変位をあらわす．また，ここでの局所荷重は，2 箇所の

腐食部に同時作用させた線荷重の和として示す． 

タイプ 1 と同様に，局所荷重のみが作用する場合の図 3.39 から，各々の最大荷重は，まくら

ぎ下の上フランジ上面の腐食による減肉量が大きくなるにつれて低下し，そのなかでも，PG -

75 の最大荷重の低下割合や最大荷重到達後の耐荷力の低下傾向が大きくなっている．また，最

大荷重到達直後の耐荷力低下の勾配は，タイプ 1 よりも大きくなっている．さらに，純曲げが

作用する場合の図 3.40 から，最大曲げモーメント後の挙動として，PG -0 は，ほぼ一定の耐荷

力を保ったまま変位が増加しているものの，PG -25 以上の有腐食状態になると変位の増加とと

もに耐荷力が低下して，ある一定値に収束していくのがわかる． 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.39 荷重‐変位曲線（局所荷重のみ） 

図 3.40 荷重‐変位曲線（純曲げ） 
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次に，各減肉モデルに対して，組合せ荷重の割合を変化させたときの局所荷重と上フランジ

中央点の鉛直変位の関係を図 3.41～図 3.44 にそれぞれ示す．全体的に，曲げが作用し始めると

局所荷重のみを受ける場合よりも最大荷重が低下し，解析開始時点からの鉛直変位は，曲げ作

用の増加に応じて大きくなる． 

タイプ 1 と同様に，PG -25（図 3.42）は，PG -0（図 3.41）と比較して，各荷重比率ケースと

もに最大荷重が若干低下しているものの，荷重‐変位の関係性に大きな違いはみられない．曲

げが支配的に作用する場合を除いて，最大荷重到達後にも耐荷力が低下して，ある一定値に収

束していく傾向にあるのがわかる．一方，曲げの割合が極端に大きくなれば，最大荷重自体が

急激に下がり，最大荷重到達後は耐荷力がほぼ低下することなく，変位が増加している．また，

PG -50 および PG -75（図 3.43，図 3.44）は，曲げの割合が比較的小さい場合にも，最大荷重の

低下割合や最大荷重到達後の耐荷力の低下傾向が著しくなっている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.41 荷重‐変位曲線（PG -0） 

図 3.42 荷重‐変位曲線（PG -25） 
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次に，組合せ荷重の割合を変えたときの曲げモーメントと上フランジ中央点の鉛直変位の関

係を図 3.45～図 3.48 に示す．これらの図からも，局所荷重が作用し始めると曲げのみを受ける

場合よりも最大曲げモーメントが低下し，解析開始時点からの鉛直変位は，局所荷重作用の増

加に応じて大きくなっているのがわかる． 

PG -0（図 3.45）は，局所荷重の割合が大きくなる場合を除いて，最大曲げモーメント到達後

の耐荷力はほとんど低下せずに，変位のみが増加しているのがわかる．また，局所荷重の割合

がある程度まで大きくなれば，最大曲げモーメント自体が急激に下がり，最大曲げモーメント

到達後の耐荷力も緩やかに低下していく．PG -25 以上（図 3.46～図 3.48）になると，各荷重比

率ケースともに最大曲げモーメントや最大曲げモーメント到達後の耐荷力が大きく低下して

おり，PG50 以上の場合には，ある一定値に収束していく傾向にあるのがわかる．

図 3.43 荷重‐変位曲線（PG -50） 

図 3.44 荷重‐変位曲線（PG -75） 
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図 3.45 荷重‐変位曲線（PG -0） 

図 3.46 荷重‐変位曲線（PG -25） 

図 3.47 荷重‐変位曲線（PG -50） 
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種々の局所荷重と曲げモーメントの組合せ荷重下（荷重比率ケース：A，B，C，D，E）にお

ける終局強度解析から得られた，タイプ 2 の各減肉モデル（PG -0，PG -25，PG -50，PG -75）

の局所荷重と曲げモーメントの耐荷力一覧を表 3.14 に示す．表中に示す Puと Muは各々，局所

荷重と曲げモーメントの耐荷力を示し，Pu0と Mu0は，局所荷重のみ，および純曲げのみを作用

させたときの耐荷力をそれぞれ示す． 

 

表 3.14 解析結果による耐荷力（タイプ 2） 
解析モデル 局所荷重（kN） 曲げモーメント（kN･m） 

PG - 
減肉率（%） 

荷重比率 
ケース 

荷重比率 
(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) 

Pu Pu0 Pu/Pu0 Mu Mu0 Mu/Mu0 

PG -0 

A 0 1250 1250 1.00 0 3826 0.00 
B 0.54 1055 1250 0.84 1759 3826 0.46 
C 1.63 598 1250 0.48 2988 3826 0.78 
D 4.89 235 1250 0.19 3519 3826 0.92 
E ∞ 0 1250 0.00 3826 3826 1.00 

PG -25 

A 0 1206 1206 1.00 0 3414 0.00 
B 0.59 960 1206 0.80 1600 3414 0.47 
C 1.76 518 1206 0.43 2576 3414 0.75 
D 5.30 207 1206 0.17 3106 3414 0.91 
E ∞ 0 1206 0.00 3414 3414 1.00 

PG -50 

A 0 1147 1147 1.00 0 2481 0.00 
B 0.77 741 1147 0.65 1235 2481 0.50 
C 2.31 377 1147 0.33 1886 2481 0.76 
D 6.93 150 1147 0.13 2250 2481 0.91 
E ∞ 0 1147 0.00 2481 2481 1.00 

PG -75 

A 0 778 778 1.00 0 1329 0.00 
B 0.97 406 778 0.52 676 1329 0.51 
C 2.92 203 778 0.26 1013 1329 0.76 
D 8.82 80 778 0.10 1206 1329 0.91 
E ∞ 0 778 0.00 1329 1329 1.00 

図 3.48 荷重‐変位曲線（PG -75） 
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ii）終局荷重時の変形および応力分布 
タイプ 2 の各減肉モデル（PG -0，PG -25，PG -50，PG -75）に対する各荷重比率ケース（A，

B，C，D，E）の終局荷重時の変形および応力分布状況を表 3.16～表 3.19 にそれぞれ示す． 

本解析から得られた終局荷重時の変形状態は，概ねウェブ上端に生じる垂直方向の局部座屈

とフランジのねじれ座屈に分けることができる．表 3.15 からわかるように，無腐食の PG -0 に

おいて，局所荷重の割合が大きい場合にはウェブ上端の局部座屈，曲げの割合が大きい場合に

はフランジの水平座屈の崩壊形式がそれぞれ生じる傾向にある．有腐食の PG -25 においては，

局所荷重の割合が大きい場合にウェブ上端の局部座屈があらわれるものの，曲げの割合が大き

くなるとフランジのねじり座屈があらわれるようになる．有腐食の PG -50 および PG -75 のよ

うに，支間中央部に極度の減肉が 2 箇所存在する場合には，荷重比率ケースにかかわらず，フ

ランジねじり座屈による崩壊が支配的になる． 

 

表 3.15 崩壊形式（タイプ 2） 

解析モデル 
崩壊形式 PG - 

減肉率（%） 
荷重比率 
ケース 

荷重比率 
(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) 

PG -0 

A 0 垂直（ウェブ上端） 

B 0.54 垂直（ウェブ上端） 

C 1.63 垂直（ウェブ上端）＋水平 

D 4.89 水平 

E ∞ 水平 

PG -25 

A 0 垂直（ウェブ上端） 

B 0.59 垂直（ウェブ上端） 

C 1.76 垂直（ウェブ上端）＋ねじれ 

D 5.30 ねじれ 

E ∞ ねじれ 

PG -50 

A 0 垂直（ウェブ上端） 

B 0.77 ねじれ 

C 2.31 ねじれ 

D 6.93 ねじれ 

E ∞ ねじれ 

PG -75 

A 0 ねじれ 

B 0.97 ねじれ 

C 2.92 ねじれ 

D 8.82 ねじれ 

E ∞ ねじれ 
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表 3.16 終局荷重時の変形および応力分布（MPa）状況（タイプ 2 の PG -0） 

タイプ 2：まくらぎ下腐食が支間中央部に 2 箇所のみ 

PG -0（上フランジの腐食減肉率 0％ ･･･ 板厚 28mm） 

A B 

 (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 0 (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 0.54 

  

C D 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 1.63 (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 4.89 

  

  E 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = ∞ 
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表 3.17 終局荷重時の変形および応力分布（MPa）状況（タイプ 2 の PG -25） 

タイプ 2：まくらぎ下腐食が支間中央部に 2 箇所のみ 

PG -25（上フランジの腐食減肉率 25％ ･･･ 板厚 21mm） 

A B 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 0 (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 0.59 

  

C D 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 1.76 (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 5.30 

  

  E 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = ∞ 
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表 3.18 終局荷重時の変形および応力分布（MPa）状況（タイプ 2 の PG -50） 

タイプ 2：まくらぎ下腐食が支間中央部に 2 箇所のみ 

PG -50（上フランジの腐食減肉率 50％ ･･･ 板厚 14mm） 

A B 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 0 (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 0.77 

  

C D 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 2.31 (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 6.93 

  

  E 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = ∞ 
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表 3.19 終局荷重時の変形および応力分布（MPa）状況（タイプ 2 の PG -75） 

タイプ 2：まくらぎ下腐食が支間中央部に 2 箇所のみ 

PG -75（上フランジの腐食減肉率 75％ ･･･ 板厚 7mm） 

A B 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 0 (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 0.97 

  

C D 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 2.92 (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 8.82 

  

  E 

(Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = ∞ 
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ここで，表 3.18 および表 3.19 に示した，タイプ 2 の減肉モデル PG –50 と PG -75 の各荷重

比率ケース（A，C，E）における終局荷重時の変形状態をわかりやすく表示したもの（変位倍

率を小さくしてメッシュ表示したもの）を参考データとして，図 3.49 と図 3.50 にそれぞれ示

す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.49 終局荷重時の変形（タイプ 2 の PG -50） 

（a）ケース A ･･･ (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 0 

（b）ケース C ･･･ (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 2.31 

（c）ケース E ･･･ (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = ∞ 
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図 3.50 終局荷重時の変形（タイプ 2 の PG -75） 

（a）ケース A ･･･ (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 0 

（b）ケース C ･･･ (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = 2.92 

（c）ケース E ･･･ (Mu/Mu0)/(Pu/Pu0) = ∞ 
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3.5.3 局所荷重と曲げの相関曲線 
前項で求めたタイプ 1 およびタイプ 2 における耐荷力を相互作用曲線上にプロットしたもの

を図 3.51 および図 3.52 にそれぞれ示す．これらの図中の曲線（円弧）は，下式によりあらわ

される． 

1
2

0

2

0 u

u

u

u

M
M

P
P       （3.15） 

ここに， 

Pu：組合せ荷重時の局所荷重の終局荷重 

Mu：組合せ荷重時の終局曲げモーメント 

Pu0：局所荷重のみが作用するときの局所荷重の終局荷重 

Mu0：曲げモーメントのみが作用するときの終局曲げモーメント 

である． 

図 3.51 から，無腐食の PG -0 の場合には，曲線近くにプロットされているものの，有腐食の

PG の減肉量が大きくなるにしたがい，曲線から内側へ遠ざかるようにプロットされる結果と

なっているのがわかる．実際には，腐食による上フランジ元板厚からの 50％以上の減肉は極め

て稀なケースであると考えられ，仮に存在した場合には，架替もしくは廃止を大前提に検討さ

れることとなる．したがって，本研究における残存耐荷力評価に対しては，腐食代 50%程度未

満の精度確保および把握を主眼に，全ての減肉モデルに対して，上式の相互作用曲線を用いる

こととする． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3.51 相互作用曲線（タイプ 1） 

- 67 -



また，図 3.52 から，無腐食の PG -0 とあわせて，有腐食の PG -25 から 75 へと減肉量が大き

くなるにしたがい，曲線から内側へより遠ざかるようにプロットされる結果となっているのが

わかる．この傾向が，タイプ 1 の場合よりも顕著になっている理由の一つに，タイプ 2（まく

らぎ下腐食が支間中央部に 2箇所）としての局所荷重の載荷数や載荷位置の違いが挙げられる．

曲線内側へのプロットそのものは，耐荷力として危険側の評価結果といえるものの，実際には，

支間中央部付近の腐食部 2 箇所に同時載荷している鉛直荷重の和を Pu 値としており，その絶

対値は，タイプ 1 の各 Pu値よりも 1.3～1.7 倍程度大きい．したがって，実際のまくらぎ下腐食

を有するプレートガーダーにおいては，支間中央部付近に生じた最大減肉量（詳細計測する場

合は“平均減肉量”）を計測し，その減肉量が支間中央部 1 箇所に生じたものとして，残存耐荷

力を算定しておけば，他の腐食事例を網羅する評価とできる．これらの根拠の具体については，

次項で示すこととする． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.5.4 評価値と解析値の比較 
以上では，まくらぎ下腐食を有するプレートガーダーの純曲げおよび局所荷重のみ，さらに

組合せ荷重を受ける場合の残存耐荷力について，解析的に検討した．以下では，これらの解析

値をもとに，3.4に示した「まくらぎ下腐食を有するプレートガーダーの残存耐荷力評価法」の

手順に基づいて得られる評価値と比較することで，本研究における簡易評価法としての妥当性

を検証する． 

ここで，評価値と解析値の比較検討は，前節の解析に用いた各モデルに対して行う．それら

の寸法諸元一覧を表3.20に示す． 

図 3.52 相互作用曲線（タイプ 2） 
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表 3.20 各モデルの寸法諸元（タイプ 1 と 2 共通） 

モデル 支間長 ウェブ高 ウェブ厚 上ﾌﾗﾝｼﾞ幅 上ﾌﾗﾝｼﾞ厚 下ﾌﾗﾝｼﾞ幅 下ﾌﾗﾝｼﾞ厚 
PG - 

減肉率（%） 
L 

（mm） 
hw 

（mm） 
tw 

（mm） 
buf 

（mm） 
tuf0 

（mm） 
blf 

（mm） 
tlf 

（mm） 

PG -0 6000 1320 9 390 28 350 25 

PG -25 6000 1320 9 390 28 350 25 

PG -50 6000 1320 9 390 28 350 25 

PG -75 6000 1320 9 390 28 350 25 

 

モデル 垂直補剛材幅 垂直補剛材厚 上フランジ厚 
（腐食部板厚） 

断面 2 次 
モーメント 

（腐食全断面） 

中立軸位置 
（腐食全断面） 

PG - 
減肉率（%） 

bs 

（mm） 
ts 

（mm） 
tuf 

（mm） 
I 

（mm4） 
h 

（mm） 

PG -0 97.5 9 28.0 1.06.E+10 627 

PG -25 97.5 9 21.0 9.36.E+09 684 

PG -50 97.5 9 14.0 7.92.E+09 753 

PG -75 97.5 9 7.0 6.17.E+09 838 

 

（1）曲げモーメントのみを受けるときの終局曲げモーメント Muoの評価値算定 
まず，まくらぎ下腐食を有するプレートガーダーに純曲げが作用する場合の曲げ耐荷応力

の評価値を，下式（詳細は3.1を参照）を用いて，上フランジの各座屈様式に対して算定す

る． 

■フランジ水平座屈  

21

2
4

1

2

2

　　　　　　　　

　　　　
y

uh

  （3.2） 

Er
L yh1    （3.3） 

■フランジねじれ座屈 

R
R

R
y

ut

433.0433.0

433.01

89.0

　　

　　　　　

  （3.8） 

Ekt
b

R y

uf

uf
2

2/ 1121   （3.9） 

2/143.0 　k    （3.10） 
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タイプ1およびタイプ2の曲げ耐荷応力の計算結果を表3.21および表3.22にそれぞれ示す． 

 

表 3.21 曲げ耐荷応力の評価値（タイプ 1） 
 

 
モデル ν R Lh 

（mm） 

λ σuh / σy σut / σy σuh 

（MPa） 

σut 

（MPa） 
PG - 

減肉率（%） 

PG -0 0.3 0.37 3000 0.29 0.98 1.00 230 235 

PG -25 0.3 0.28 3000 0.29 0.98 1.00 230 235 

PG -50 0.3 0.43 3000 0.29 0.98 1.00 230 235 

PG -75 0.3 0.85 3000 0.29 0.98 0.55 230 128 

 

表 3.22 曲げ耐荷応力の評価値（タイプ 2） 
 

 
モデル ν R Lh 

（mm） 

λ σuh / σy σut / σy σuh 

（MPa） 

σut 

（MPa） 
PG - 

減肉率（%） 

PG -0 0.3 0.37 3000 0.29 0.98 1.00 230 235 

PG -25 0.3 0.41 3000 0.29 0.98 1.00 230 235 

PG -50 0.3 0.61 3000 0.29 0.98 0.73 230 172 

PG -75 0.3 1.23 3000 0.29 0.98 0.40 230 93 

 

上表に示した曲げ耐荷応力σuhとσutの小さい方が実際に生じる座屈様式となることから，検討

対象とする主桁の曲げ耐荷応力σuの評価値として採用する．このσuを用いて，はり理論式（3.12）

から，純曲げが作用するときの終局曲げモーメントMu0の評価値を求める． 

モデル Lt (Lt’) 

（mm） 

Buf/2 

（mm） 

α k r 

（mm） 

σy 

（MPa） 

E 

（GPa） 
PG - 

減肉率（%） 

PG -0 1000 195 5.13 0.47 112.6 235 200 

PG -25 200 195 1.03 1.38 112.6 235 200 

PG -50 200 195 1.03 1.38 112.6 235 200 

PG -75 200 195 1.03 1.38 112.6 235 200 

モデル Lt (Lt’) 

（mm） 

Buf/2 

（mm） 

α k r 

（mm） 

σy 

（MPa） 

E 

（GPa） 
PG - 

減肉率（%） 

PG -0 1000 195 5.13 0.47 112.6 235 200 

PG -25 400 195 2.05 0.67 112.6 235 200 

PG -50 400 195 2.05 0.67 112.6 235 200 

PG -75 400 195 2.05 0.67 112.6 235 200 
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I
h

M u
u0        （3.12） 

ここに，Iは腐食部の断面2次モーメント，hは腐食部断面の中立軸位置から上フランジ中央面

までの距離を示す．これらの計算結果を表3.23に示す． 

 

表 3.23 終局曲げモーメントの評価値（タイプ 1 とタイプ 2） 

モデル タイプ 1 タイプ 2 

PG - 
減肉率（%） 

Mu0 (kN･m) 

PG -0 3878 3878 

PG -25 3147 3147 

PG -50 2419 1810 

PG -75 945 684 

 

（2）局所荷重のみを受けるときの終局荷重 Pu0の評価値算定 
次に，まくらぎ下腐食を有するプレートガーダーに局所荷重のみが作用する場合の終局荷重

Pu0の評価値を下式（詳細は 3.2 を参照）から算定する． 

w

uf
ufyufwwywu h

ta
tttP

2
2

1425 2
0    （3.14） 

これらの計算結果を表3.24に示す． 

 

表 3.24 終局荷重の評価値（タイプ 1 とタイプ 2） 

モデル Pu0 (kN) 

PG - 
減肉率（%） 

タイプ 1 タイプ 2 

PG -0 782 836 

PG -25 713 763 

PG -50 646 691 

PG -75 578 619 

 

（3）曲げと局所荷重の組合せ荷重を受けるときの残存耐荷力（Puもしくは Mu）の評価値算定 
以上で求めたMu0とPu0，および実際のプレートガーダーの曲げモーメントMuもしくは局所荷

重Puのどちらか一方が与えられると，下式（詳細は3.3を参照）から組合せ荷重を受けるガーダ

ーのもう一方の残存耐荷力（局所荷重の終局荷重Puもしくは終局曲げモーメントMu）が求まる． 

1
2

0

2

0 u

u

u

u

M
M

P
P       （3.15）
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以上をもとに，本研究における簡易評価法の適用性について，以下で検証する． 

まず，上記で算定した評価値（Mu0およびPu0）と前節で求めた解析値（Mu0
FEMおよびPu0

FEM）

の比較結果を表3.25および表3.26にそれぞれ示す． 

終局曲げモーメントに関して，表3.25より，タイプ1のPG -0，25，50およびタイプ2のPG -0，

25において，評価値が解析値を1～8％程度の誤差範囲内にて評価できているのがわかる．また，

タイプ1のPG -75およびタイプ2のPG -50，75の評価値については，解析値との誤差が大きくな

ってはいるものの，評価値が解析値よりも小さめに耐荷力を評価している．実橋梁において，

減肉率50％程度までの状態にあれば，精度を有する評価手法として適用できるものと考えられ

る． 

また，局所荷重が作用する場合の終局荷重に関して，表3.26より，タイプ1のPG -0，25，50，

75の全てにおいて，評価値が解析値を5％以内の誤差で精度よく評価できているのがわかる．

一方，タイプ2の評価値については，解析値よりも小さめに耐荷力評価しており，これは，解析

モデルにおいて，まくらぎ下腐食2箇所に作用する局所荷重同士が，まくらぎ間隔を有して載

荷されていることが少なからず影響しているものと考えられる．つまり，評価式（3.14）にお

いては，2箇所のまくらぎ幅の合計値400mm（1本のまくらぎ幅200mm×2箇所）を作用幅aとし

て入力しており，まくらぎの配置間隔が耐荷力に及ぼす影響を考慮できていないために，集中

的に局所荷重が作用する場合の終局荷重として，小さく評価されたものと考えられる． 

 

表 3.25 終局曲げモーメントの評価値と解析値の比較（タイプ 1 とタイプ 2） 

モデル タイプ 1 タイプ 2 

PG - 
減肉率（%） 

Mu0 Mu0FEM 
Mu0/Mu0FEM 

Mu0 Mu0FEM 
Mu0/Mu0FEM 

（kN･m） （kN･m） 

PG -0 3878 3821 1.02 3878 3826 1.01 

PG -25 3147 3361 0.94 3147 3414 0.92 

PG -50 2419 2505 0.97 1810 2481 0.73 

PG -75 945 1420 0.67 684 1329 0.51 

 

表 3.26 局所荷重の終局荷重の評価値と解析値の比較（タイプ 1 とタイプ 2） 

モデル タイプ 1 タイプ 2 

PG - 
減肉率（%） 

Pu0 Pu0FEM 
Pu0/Pu0FEM 

Pu0 Pu0FEM 
Pu0/Pu0FEM 

（kN） （kN） 

PG -0 782 758 1.03 836 1250 0.67 

PG -25 713 721 0.99 763 1206 0.63 

PG -50 646 682 0.95 691 1147 0.60 

PG -75 578 583 0.99 619 778 0.80 
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次に，組合せ荷重状態における相互作用曲線としての評価式（3.15）を用いて，Pu=βMu と

仮定すれば，Mu と Pu を式（3.17）および式（3.18）として，それぞれあらわすことができる． 

2
0

2
0

2

2
0

2
0

uu

uu
u PM

MPM       （3.17） 

2
0

2

0 1
u

u
uu M

MPP       （3.18） 

まず，前節で求めた解析値 Mu
FEMと Pu

FEMから，β（= Pu
FEM /Mu

FEM）を算定する．このβと

本項で算定した評価値 Mu0 と Pu0 を用いて，上式（3.17）より，評価値 Mu を算出する．次に，

得られた評価値 Muを用いて，上式（3.18）より，評価値 Puを算出する． 

以上に基づいて得られた，タイプ 1 およびタイプ 2 の計算結果を表 3.27 および表 3.28 にそ

れぞれ示す．表 3.27 に示すタイプ 1 の PG -0，25，50 において，評価式を用いて算定した評価

値 Mu および Pu ともに，解析値 Mu
FEM および Pu

FEM を精度よく評価できていることがわかる．

PG -75 の評価値については，全ての荷重比率ケースに対して，小さめに残存耐荷力を評価して

いるが，実橋梁におけるまくらぎ下腐食によって，上フランジが 75％も減肉していることは現

実問題として考え難く，仮に存在するとした場合でも架替もしくは廃止を前提条件および基本

方針とした即時対処の必要性が生じることを勘案すれば，安全側に評価しすぎること自体，問

題ないと考える．また，表 3.28 に示すタイプ 2 の有腐食の PG -25，50，75 において，評価式

を用いて算定した評価値 Mu および Pu ともに，解析値 Mu
FEM および Pu

FEM よりも小さくなって

いるが，余裕を与える評価といえる． 

さらに，評価式を用いて算定した評価値 Mu および Pu と解析値 Mu
FEM および Pu

FEM との相関

性をプロットしたものを図 3.53～図 3.56 にそれぞれ示す．図 3.53 に示すタイプ 1 の評価値 Mu

については，PG -75 を除いて，高い精度で解析値 Mu
FEM を評価できているのがわかる．また，

図 3.54 に示すタイプ 1 の評価値 Pu については，全ての減肉モデルに対して，解析値を精度よ

く評価できている．さらに，これらの図には，過去に行われた載荷実験結果 3-5), 3-8)もあわせて

プロットしているが，評価値とよく一致しており，概ね適切に評価していることがわかる． 

また，図 3.55 および図 3.56 にもタイプ 1 と同様に，タイプ 2 の評価値と解析値の相関性を

示しているが，有腐食の PG -25，50，75 においては，1:1 の直線よりも下側にプロットされる

結果となっており，簡易評価法によって概ね適切に評価できているのがわかる．したがって，

実際のまくらぎ下腐食を有するプレートガーダーにおいては，支間中央部付近に生じた最大減

肉量（詳細計測する場合は“平均減肉量”）を計測し，その減肉量が支間中央部 1 箇所に生じた

ものとして，残存耐荷力を算出しておけば，他の腐食事例を網羅する評価とできる． 

以上のことから，3.1.2 に示した評価式（3.2）と式（3.3）および 3.1.3 に示した評価式（3.8）

と式（3.9），3.2 および 3.3 にそれぞれ示した評価式（3.14）および式（3.15）を用いて，まくら

ぎ下腐食を有するプレートガーダーの残存耐荷力を適切に評価することが可能であり，本研究

の簡易評価法を維持管理分野における実務での定量的手法として適用できることを示せた． 
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表 3.27 評価値と解析値の比較（タイプ 1） 

モデル MuFEM 

(kN･m) 
PuFEM 

(kN) β 
Mu0 

(kN･m) 
Pu0 

(kN) 
Mu 

(kN･m) 
Pu 

(kN) 
MuFEM/Mu PuFEM/Pu 

PG - 
減肉率（%） 解析値 解析値 

Pu
FEM= 

 βMu
FEM 

評価値 評価値 評価値 評価値 
解析値 / 
評価値 

解析値 / 
評価値 

PG -0 

0 758 ∞ 0 782 0 782 0.00 0.97 
2082 625 0.30 3878 782 2162 649 0.96 0.96 
3305 330 0.10 3878 782 3475 347 0.95 0.95 
3666 122 0.03 3878 782 3827 127 0.96 0.96 
3821 0 0.00 3878 0 3878 0 0.99 0.00 

PG -25 

0 721 ∞ 0 713 0 713 0.00 1.01 
1898 570 0.30 3147 713 1896 569 1.00 1.00 
2829 283 0.10 3147 713 2879 288 0.98 0.98 
3187 106 0.03 3147 713 3114 104 1.02 1.02 
3361 0 0.00 3147 0 3147 0 1.07 0.00 

PG -50 

0 682 ∞ 0 646 0 646 0.00 1.06 
1518 455 0.30 2419 646 1609 482 0.94 0.94 
2123 212 0.10 2419 646 2266 226 0.94 0.94 
2369 79 0.03 2419 646 2401 80 0.99 0.99 
2505 0 0.00 2419 0 2419 0 1.04 0.00 

PG -75 

0 583 ∞ 0 578 0 578 0.00 1.01 
931 279 0.30 945 578 849 254 1.10 1.10 

1217 122 0.10 945 578 933 94 1.30 1.30 
1346 45 0.03 945 578 944 32 1.43 1.43 
1420 0 0.00 945 0 945 0 1.50 0.00 

 

表 3.28 評価値と解析値の比較（タイプ 2） 

モデル MuFEM 

(kN･m) 
PuFEM 

(kN) β 
Mu0 

(kN･m) 
Pu0 

(kN) 
Mu 

(kN･m) 
Pu 

(kN) 
MuFEM/Mu PuFEM/Pu 

PG - 
減肉率（%） 解析値 解析値 

Pu
FEM= 

 βMu
FEM 

評価値 評価値 評価値 評価値 
解析値 / 
評価値 

解析値 / 
評価値 

PG -0 

0 1250 ∞ 0 836 0 836 0.00 1.50 
1759 1055 0.60 3878 836 1312 787 1.34 1.34 
2988 598 0.20 3878 836 2842 569 1.05 1.05 
3519 235 0.07 3878 836 3705 247 0.95 0.95 
3826 0 0.00 3878 0 3878 0 0.99 0.00 

PG -25 

0 1206 ∞ 0 763 0 763 0.00 1.58 
1600 960 0.60 3147 763 1179 707 1.36 1.36 
2576 518 0.20 3147 763 2422 487 1.06 1.06 
3106 207 0.07 3147 763 3034 202 1.02 1.02 
3414 0 0.00 3147 0 3147 0 1.08 0.00 

PG -50 

0 1147 ∞ 0 691 0 691 0.00 1.66 
1235 741 0.60 1810 691 971 583 1.27 1.27 
1886 377 0.20 1810 691 1603 320 1.18 1.18 
2250 150 0.07 1810 691 1783 119 1.26 1.26 
2481 0 0.00 1810 0 1810 0 1.37 0.00 

PG -75 

0 778 ∞ 0 619 0 619 0.00 1.26 
676 406 0.60 684 619 570 342 1.19 1.19 

1013 203 0.20 684 619 668 134 1.52 1.52 
1206 80 0.07 684 619 682 45 1.77 1.77 
1329 0 0.00 684 0 684 0 1.94 0.00 
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図 3.53 終局曲げモーメントの評価値と解析値の比較（タイプ 1） 

※実験値は PG-50 

相関係数 0.99 

図 3.54 終局荷重の評価値と解析値の比較（タイプ 1） 

※実験値は PG-50 

相関係数 1.00 
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図 3.56 終局荷重の評価値と解析値の比較（タイプ 2） 

相関係数 0.97 

 

図 3.55 終局曲げモーメントの評価値と解析値の比較（タイプ 2） 

相関係数 0.98 
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3.6 結論 
（1） まくらぎ下腐食を有するプレートガーダーに純曲げが作用する場合の残存曲げ耐荷応力

は，圧縮フランジ部のみを取り出して評価することが可能で，フランジ水平座屈応力は

Baslerの提案式から求められ，フランジねじり座屈応力は本研究で示した評価式から求め

ることができる． 

（2） 上記（1）で求めたフランジ水平座屈応力とフランジねじれ座屈応力のうち，小さい方が

実際のプレートガーダーに生じる座屈様式に対応し，その座屈応力から残存曲げ耐荷力

を算定することができる． 

（3） まくらぎ下腐食を有するプレートガーダーに局所荷重のみが作用する場合の残存終局耐

荷力は，滝本らの提案式をさらに簡略化した式を用いて算定することができる． 

（4） 曲げと局所荷重の組合せ荷重を受けるプレートガーダーの残存耐荷力は，相互作用曲線

を用いて評価することができる． 

（5） 曲げと局所荷重の組合せ荷重を受けるプレートガーダーのビームモデルを用いた弾塑性

非線形FEM解析結果から，上記（1）～（4）に示した一連の簡易評価法を適用すれば，

比較的精度よく，適切に残存耐荷力を評価できることを示せた． 

（6） 実際のまくらぎ下腐食を有するプレートガーダーにおいては，支間中央部付近に生じた

最大減肉量（詳細計測する場合は“平均減肉量”）を計測し，その減肉量が支間中央部1

箇所に生じたものとして，残存耐荷力を算定しておけば，他の腐食事例を網羅する評価

とできることがわかった． 

（7） 過去に行われた載荷実験結果は，上記（1）～（4）を用いて算定した評価値とよく一致

しており，概ね適切に評価していることがわかった． 

（8） 総じて，上記の簡易評価法は，維持管理分野における定量的評価ならびに判定手法とし

て，十分に適用可能である． 
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第 4 章 支承部付近に腐食損傷を有するプレートガーダーの残存耐荷力評価 
 

本研究では，鋼製プレートガーダー鉄道橋を対象に，複雑な部材構成箇所で風通しも悪く，

湿潤状態や日陰などの影響を受けて局部腐食が進行しやすい支承部近傍に着目し，比較的多く

見受けられるウェブや垂直補剛材の腐食減肉やウェブと下フランジ間の分離現象（以下，本研

究では“剥離”と称す）（図 4.1）を表現したモデル化を取り扱う．その上で，鋼橋支承部付近

の各々の腐食部位や進行レベルに応じて，残存耐荷力や耐荷力低下傾向がどのように変化して

いくのかを解析的に検証し，あわせてプレートガーダーの崩壊メカニズムの変化についても把

握および評価も試みる．さらに次章では，本章で得られた検討結果を踏まえて，強度回復や耐

久性向上を目的とした簡易的な補強法の具体的提案ならびにそれらに対する解析的評価を実

施し，その有用性についても記述する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1 解析概要 
 

4.1.1 解析モデルと境界条件 
本解析検討は，汎用解析コード NASTRAN を用いて実施し，複合非線形有限要素解析とし

て，増分制御には弧長増分法を適用する．また，解析モデルにおける鋼材の材質には SS400

を採用し，その材料特性として，弾性係数 E=200（GPa），ポアソン比 ν=0.3，降伏応力 σy=235

（MPa）をそれぞれ用いる．材料構成則には完全弾塑性モデルを適用し，von Mises の降伏条

件に従うものとする． 

次に，解析対象とするプレートガーダーの主桁着目部の一般形状寸法を図 4.2 に示す．ウェ

ブパネルのアスペクト比は α=lw/hw=1000/1360≒0.735，ウェブの幅厚比は β=hw/tw=1360/9≒151

まくらぎ レール 
支承部周辺 支承部周辺 

鋼製プレートガーダー 

図 4.1 支承部周辺のウェブと下フランジ間の剥離状況 
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となり，ここでの lw はウェブ長さ（垂直補剛材間隔），hw はウェブ高さ，tw はウェブ厚さをそ

れぞれ示している． 

本研究の目的が，桁端部の耐荷力に着目した検討および評価にあることから，解析モデルの

取り扱い上，曲げの影響を極力小さくするために，支点部近くに載荷荷重を作用させ，さらに

主桁の対称性を考慮した解析モデル（主桁スパン 4.0m の 1/2 モデル）として設定する．主桁部

分の解析モデルには 4 節点アイソパラメトリックシェル要素を適用し，1 要素の大きさを 10mm

程度とした要素分割を行う．また，支承部のソールプレート部分には剛体のソリッド要素を適

用する（図 4.3）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2 プレートガーダーの解析対象部分の一般形状寸法図（mm） 

図 4.3 プレートガーダーの解析モデル要素分割図 
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本研究では，2 点単純支持のプレートガーダーを対象に，主桁部材の対称性を考慮している

ことから，境界条件は図 4.4 に示すとおりとし，ソールプレート直下の辺 a には回転移動を考

慮した線支承としての拘束条件を与える．点 A および辺 a～d の 6 自由度に対して，1 は固定，

0 は自由であることを示している．また，鉛直荷重（下向き矢印）の作用位置もあわせて示す． 

ここで，各部材の腐食損傷が進行している状況下においては，線支承（辺 a）本体も同時に

腐食損傷が進行して，部分的に回転移動が拘束されている状況も想定される．しかしながら，

本研究においては，主桁本体を構成する各部材の腐食損傷の進行が，せん断（圧縮）耐荷力の

低下に及ぼす影響の評価に主眼を置いていることから，線支承としての機能は健全な状態にあ

るものとして解析を行う． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  x y z θx θy θz 

点 A 0 0 1 0 0 0 

辺 a 0 1 1 0 0 0 

辺 b 1 0 1 1 1 1 

辺 c 1 0 1 1 1 1 

辺 d 1 0 1 1 1 1 

1: 固定  0: 自由 

 

 

 

また，一般的に，板部材の耐荷力が初期たわみと残留応力に影響されることは，周知の事実

であるが，本研究で考慮するような一定範囲内の初期不整であれば，プレートガーダーのせん

断座屈強度低下に及ぼす影響は非常に小さくなるとの研究報告もなされている 4-1)． 

まず，ウェブに考慮する初期たわみの波形として，①ウェブ 1 パネル毎に式（4.1）で示すた

わみを与えるやせ馬型（図 4.5（a）），②ウェブ全体に式（4.2）で示すたわみを与える全体座屈

図 4.4 プレートガーダーの解析モデル境界条件 
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型（図 4.5（b）），③ウェブ 1 パネル内で凹凸が反転する式（4.3）で示すたわみを与える型，の

3 パターンが提案されている 4-2)．ここで，式（4.4）に示す最大の初期たわみ量は，波形にかか

わらず，hw/250（現道路橋示方書の製作許容誤差，hwはウェブ高さ）と規定されている． 

 

① 
ww h
y

l
xwyxw sinsin, max0  （ウェブ 1 パネル毎に片側に凸） （4.1） 

 

② 
wh
y

l
xwyxw sinsin, max0  （ウェブ全体が片側に凸）  （4.2） 

 

③ 
ww h

y
l

xwyxw 2sin2sin, max0  （ウェブ 1 パネル内で凹凸が反転） （4.3） 

 

250max0 whw    （最大の初期たわみ量）  （4.4） 

 

ここで，hw はウェブ高さ，lw はウェブ長さ（1 パネル），l はウェブ長さ（全パネル）をそれ

ぞれ示す．初期たわみの影響として，最大たわみ量が大きくなればなるほど終局強度が低下す

ることが知られているが，たわみ波形と終局強度の詳細な関係は未だ明らかになっていない．

奈良ら 4-3)は，純せん断を受ける板部材の終局強度については，式（4.1）で示すやせ馬型の 1 次

モードの波形の場合よりも，式（4.3）で示す 2 次モードの波形の方が小さい強度を与えるとし

ている．残存耐荷力評価の観点からは，強度に最も影響を与える波形を用いることも考えられ

るが，本研究においては主桁の製作上，一般的に生じやすい初期たわみの波形成分のうち，最

も多いとされる正弦半波形の初期不整（やせ馬型）を適用することとし，垂直補剛材間のウェ

ブの面外方向に，ウェブ高さ hwの 1/250 倍を最大値とする，式（4.1）であらわされる初期たわ

みを与える（図 4.6）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

垂直補剛材 
lw 

（a）やせ馬型 
ウェブ 

l 

図 4.5 ウェブに生じる初期たわみの波形パターン 

（b）全体座屈型 
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ww

w

h
y

l
xh

yxw sinsin
250

,  

wh ：ウェブ高さ 

wl ：ウェブ長さ（垂直補剛材間隔） 

 

 

 

 

 

 

次に，残留応力の影響については，本研究がプレートガーダーのせん断耐荷力を精度よく評

価することに主眼を置いていること，および以下に列挙する理由により考慮しないこととする． 

1） 腐食減肉にともなって，腐食のない状態で生じていた残留応力の自己釣合状態が崩れて，

板部材内部の残留応力分布が変化する． 

2） 上記 1）の残留応力分布の変化に応じて，厳密には自己釣合となるような変形が生じるた

めに，初期たわみにも影響が及ぶ． 

3） 腐食状態下における残留応力分布の変化については，未だ解明されていない． 

4） 腐食状態下における残留応力分布を仮定の上，それらを考慮した耐荷力解析は容易である

ものの，上記 3）の理由により，その分布仮定の信頼性は乏しく，現象因子も複雑化するこ

とから，腐食のみによる影響が把握しづらくなる． 

5） せん断を受けるプレートガーダーの終局強度に対しては，残留応力がほとんど影響しない

ことが報告されている 4-3)． 

6） 老朽化の進行がより顕著なリベット式のプレートガーダーに着目する場合には，溶接によ

る残留応力そのものが存在しない． 

 

4.1.2 解析条件の妥当性検討 
本項では，健全なプレートガーダーモデルを対象に，理論値と解析値の比較検討を行い，本

研究で用いる解析モデルおよび境界条件等を含めた解析条件の妥当性について検証する． 

（1）理論値と解析値の比較 
まず，図 4.7 に示したプレートガーダーモデルにおける載荷位置直下のたわみ yl は，はり理

論に基づき，次式で表される． 

図 4.6 ウェブに考慮する初期たわみ形状 

h w
 

y 

hw/250 

x 
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IE
lVy w

l 2
3 3

        （4.5） 

ここで，V はせん断力，lw はウェブ長さ（垂直補剛材間隔），E は弾性係数，I は断面 2 次モ

ーメントをそれぞれ示す． 

次に，載荷位置が支点に近づくにつれて，せん断変形が支配的となることから，せん断力に

起因するたわみを考慮しておく必要がある．せん断力によって生じるたわみ δは，せん断応力

τの式（4.6）を変形した式（4.7）を用いて求めることができる． 

ww l
EG

A
V

12
      （4.6） 

EA
lV

w

w12        （4.7） 

ここで，Aw はウェブの断面積，G はせん断弾性係数，γ はせん断ひずみ，ν はポアソン比を

それぞれ示す． 

したがって，式（4.5）と式（4.7）より，せん断変形を考慮した鉛直たわみの理論値 y は，次

式で表される． 

EA
lV

IE
lVyy

w

ww
l

12
2

3 3

     （4.8） 

式（4.8）および解析から得られたせん断力 V と鉛直たわみ y の関係を図 4.8 に示す．ここで

の鉛直たわみ y は，図 4.7 および図 4.9 に示す載荷位置直下 A 点における値を示す．図 4.8 よ

り，初期弾性域においては，理論値と解析値の剛性が概ね一致しているのがわかる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

せ
ん
断
力
（
等
分
布
荷
重
）

 

鉛直たわみ y 着目点 A 

面外方向の 
たわみ着目点 B 

図 4.7 健全なプレートガーダーモデル 
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次に，せん断力を受けるプレートガーダーの耐荷力に関する理論および検討結果について記

述する． 

通常，プレートガーダーに作用するせん断力の大部分がウェブのみで負担される．その場合，

せん断力のみではなく，曲げモーメントも同時に作用していることが考えられるが，桁端部に

着目する場合には，その影響は比較的小さく，設計理論としても単純化できることから，一般

的に純せん断状態として考える． 

基本的に，単一パネルに純せん断力が作用すると，ウェブ内部で大きさの等しい引張主応力

と圧縮主応力が生じ，この限界がせん断座屈応力となる．本研究で対象とするウェブは，上下

図 4.8 せん断力と載荷位置直下の鉛直たわみの理論値と解析値の関係 

A 
B 

図 4.9 せん断耐荷力時の応力分布（MPa）と変形図（変位倍率 10 倍） 
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フランジと垂直補剛材で囲まれており，4 辺単純支持板となる．ここで，4 辺単純支持条件の

もとでのせん断座屈応力 τcrは，次式で与えられる 4-4)． 

2

2

2

112 w

w
rcr h

tEk       （4.9） 

ここに， 

kr：純せん断に対する座屈係数（4辺単純支持の場合） 

1/00.434.5
1/34.500.4

2

2

rk      （4.10） 

E：弾性係数 

ν：ポアソン比 

tw：ウェブ厚さ 

hw：ウェブ高さ 

である．式（4.10）におけるαはアスペクト比であり，ウェブ高さhwに対するウェブ長さ（垂直

補剛材間隔）lwの比として，α=lw/hwとしてあらわされる． 

 

以上より，本モデルのせん断座屈応力 τcrは，式（4.9）と式（4.10）を用いて，以下のように

算定される．ここで，ウェブパネルのアスペクト比は α=lw/hw=1000/1360≒0.735 である． 

2

2

52

2

2

2

2

1360
9

3.0112
102

735.0
34.500.4

112 w

w
rcr h

tEk ≒109.91（N/mm2） 

よって，せん断座屈強度 Vcrは以下となる． 

1360991.109wcrcr AV ≒1345298（N）≒1345.3（kN） 

 

プレートガーダーは，せん断座屈した後，ウェブが薄いために圧縮主応力には抵抗できず，

図 4.10 に示すように，角度 θ で傾斜した引張膜応力 σt のみが支配的となり，作用せん断力を

支持する．この現象を後座屈挙動といい，斜め方向に生じる張力場の力学的釣り合いから終局

せん断強度を求める方法を斜め張力場理論と呼ぶ．この理論では，プレートガーダーの終局せ

ん断耐荷力 Vultを，一般に次式に示す 3 つの強度に分けて考える． 

ftcrult VVVV        （4.11） 

ここで，上記までに算定したVcr（=τcr･Aw）は，座屈直前までのせん断座屈強度であり，τcrに

よって負担されるせん断力として，式（4.9）より算定される．また，Vtは，斜め張力場によっ

て負担されるせん断力，Vfは，上下フランジと垂直補剛材で囲まれた枠組みが崩壊状態となる

場合に負担するせん断力である．ここで，プレートガーダーはせん断力と同時に曲げモーメン

トを受けて，フランジには曲げによる直応力が作用するため，Vfはほとんど期待できない．ま
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た，フランジに塑性ヒンジが形成された状態を枠組みの崩壊状態としているが，板要素に明確

なヒンジの発生は考え難く，その位置も種々のパラメータによって変化するものと考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プレートガーダーの座屈前は，図4.11（a）に示すようにウェブ全体にわたって，大きさの等

しい引張主応力と圧縮主応力の生じる純せん断状態とみなすことができ，この状態がせん断座

屈応力τcrに達するまで続く．それ以降の後座屈状態では，せん断応力τcrと図4.11（b）に示され

る斜め引張応力σtが生じ，その結果として図4.11（c）に示す応力状態となる．最終的には，こ

の斜め引張応力σtの影響によって，フランジが内側へたわむ．この斜め引張応力σtが発達して降

伏が生じ，降伏帯は図4.10に示す幅sに渡って形成され，図4.11（d）に示すメカニズムが生じて

崩壊する．この斜め方向の降伏帯に対して，von Mises-Henckyの降伏基準を適用して式を変形

すれば，降伏を生じさせる斜め引張応力σtは次のように定まる4-5)． 

2sin
2
32sin

4
311 2

2

wy

cr

wy

cr

wy

t     （4.12） 

ここで，σwyはウェブの降伏応力，τwyはウェブのせん断降伏応力をそれぞれ示す． 

また，負担されるせん断応力Vtは，次式で与えられる． 
2sincossin cwwtt thV      （4.13） 

ここで，αc=α･{1－(cc－ct)/lw}，α=lw/hwであり，上下フランジの断面が異なる場合，図 4.10 に

示す崩壊メカニズムにおける圧縮フランジと引張フランジの塑性ヒンジの位置 cc，ct は，次式

で与えられる．

図 4.10 斜め張力場理論 

- 87 -



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2/0
sin

2

2/0
sin

2

wt
wt

tfP
t

wc
wt

cfP
c

lc
t

M
c

lc
t

M
c

     （4.14） 

上式中のMcfP，MtfPは，それぞれ圧縮および引張フランジの全塑性曲げモーメントで， 

2

4
1

cfcfcfycfP tbM        （4.15） 

2

4
1

tftftfytfP tbM        （4.16） 

とあらわせる．ここで，σcfy，σtfyは，圧縮および引張フランジの降伏応力度，bcf，btfは，圧縮お

よび引張フランジの全幅，tcf，ttfは，圧縮および引張フランジの板厚をそれぞれ示す． 

図 4.11 プレートガーダーのウェブのせん断崩壊プロセス 
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上下フランジの断面が同じ場合には，図4.10に示す崩壊メカニズムにおける圧縮フランジと

引張フランジの塑性ヒンジの位置が，cc=ctの関係となることから，式（4.13）を， 
sinwtt tsV        （4.17） 

sincos ww lhs        （4.18） 

としてあらわすことができる． 

斜め張力場の傾斜角 （ 45d ）は，せん断耐荷力 Vult を最大にするように決定する．

すなわち， 

0tult VV        （4.19） 

に，式（4.13）を代入すると，次式が得られる． 

tan
2

1

2sin
4
311

2cos
2
3

2
2cot

2

2
c

wy

cr

wy

cr

c   （4.20） 

この式を解くのは，かなり煩雑となるため，設計に適した反復計算の不要な近似算定法を用

いる．Baslerら4-6)は，τcrがわかっていれば，σtが計算できる近似式（4.21）を示している． 

6.0

1
wy

cr

wy

t        （4.21） 

これに対して，三上4-7)は，式（4.22）を示している． 

wy

cr

wy

t 1        （4.22） 

本研究における解析結果との比較には，三上の式（4.22）を用いることとする． 

次に，繰返し計算をすることなく，斜め張力場の傾斜角θを算定できる近似式が種々提案さ

れているが，実験結果とよく整合する式として，Evansら4-8)が提案した次式を採用するのがよ

いとされている． 

1tan
3
2 1        （4.23） 

 

以上より，本モデルに座屈が生じた後の斜め張力場の傾斜角 θ は，式（4.23）を用いて，以

下のように算定される． 

1000
1360tan

3
21tan

3
2 11 35.78（°） 
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よって，張力場の降伏帯の幅 s は，式（4.18）を用いて，以下のように算定される． 

78.35sin100078.35cos1360sincos ww lhs 518（mm） 

次に，斜め引張応力 σtは，式（4.22）を用いて，以下のように算定される． 

3/235
91.10912351

wy

cr
wyt

44.63（N/mm2） 

以上より，斜め張力場が負担するせん断力 Vtは，式（4.17）を用いて，以下のように算定さ

れる． 

78.35sin951863.44sinwtt tsV ≒121650（N）≒121.7（kN） 

よって，理論上のプレートガーダーの終局せん断耐荷力 Vultは以下の通りとなる． 

tcrult VVV  1345.3+121.7=1467.0（kN） 

ここで，解析で得られた終局せん断耐荷力 Vultが 1440.1（kN）であったことから，この理論

値に対して，誤差 2%以内（解析値/理論値=0.982）の精度で評価できているのがわかる．図 4.8

に理論値の終局せん断耐荷力を破線で示している．解析値の方が理論値よりも若干小さくなっ

ている理由としては，ウェブ自体がせん断力のみならず，曲げモーメントの影響も少なからず

受けているためと考えられる． 

以上の結果より，本研究で用いる解析モデルや境界条件，荷重条件等は，十分に妥当かつ精

度を有する解析条件であると評価できる． 

 

（2）座屈挙動の評価 
本解析では，ウェブ中央部を最大とする面外方向への初期たわみを与えており，作用せん断

力が増加するにしたがって，その面外たわみも大きくなる．解析によるせん断力と鉛直たわみ

の関係，およびせん断力と面外たわみの関係をあわせてプロットしたグラフを図 4.12 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.12 せん断力と鉛直たわみ・面外たわみの関係 
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ここでの面外たわみは，図 4.7 および図 4.9 に示すウェブ中央部 B 点における面外方向の変位

を示している．この図より，終局せん断耐荷力に達した直後から，後座屈状態の急進によって，

鉛直たわみより面外たわみの方が卓越して増加していくのがわかる． 

また，図 4.13 に，終局せん断耐荷力時における支承部直上の垂直補剛材先端部（自由辺上）

の主桁方向への変形状態を示す．この図より，垂直補剛材の先端部には 2 次モードの変形が生

じているのがわかる．これは，ウェブが中央部から斜め張力場の方向に向かって凸状に変形を

生じた際，垂直補剛材にはねじれ力が作用したことをあらわらす． 

以上より，崩壊形式に関しても，本解析結果が論理的に説明可能な変形挙動を示しているこ

とから，本モデルの使用を基本として，これ以降の腐食モデルに対する解析的検討を行うこと

とする． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1.3 腐食損傷パターンと解析ケース 
支承部付近におけるプレートガーダーの主な腐食形態の特徴として，表 4.1 に示す調査結果

が報告されている 4-9)．そこで，本研究では，この報告を参考に，図 4.14 に示すウェブおよび

垂直補剛材にシビアな環境条件下を想定した局部腐食の形状（表 4.1 に示す左上の腐食パター

ンは，調査による事例数こそ最も少ないものの，一般的にウェブおよび垂直補剛材における腐

食進行が最も広範囲に及ぶ傾向を有するものであり，それ故，耐荷力低下に最も影響を及ぼす

ことが想定される腐食形状）と範囲（垂直補剛材間の 1/2 を隣辺，対辺とするウェブの腐食範

囲）を現場においてみられる実状よりも大きめに設定し，そこへ一様に減肉が生じたケースを

想定の上，表 4.2（I～IV）に示す腐食部位や残存板厚に対する耐荷力評価のためのパラメトリ

ックスタディ解析を実施する．ここで，既往の研究 4-10)より，支承部付近の下フランジの腐食

については，極度の減肉状態を除き，せん断（圧縮）耐荷力に及ぼす影響がきわめて小さいこ

図 4.13 支承部直上の垂直補剛材先端部の変形（主桁方向） 
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とが報告されており，本研究においては考慮しないこととする．また，支承部直上のウェブと

下フランジ間の接合部が腐食により支承部中心からスパン中央方に向かって剥離するケース

（図 4.14）についても同様のパラメトリックスタディ解析を行う（表 4.2（V～VI））． 

以上，さまざまな腐食パターンに対する既存橋梁各々の腐食状況を精度よく計測し，FEM 解

析に反映できれば，現時点で最も信頼性の高い評価が可能になるものと考えられる．しかしな

がら，現実として多くの時間や労力および費用が掛かり，さらには計測や解析のための高度な

技術，知識や経験も必要になる．そんな中にあって，結果的に若干の余裕を与える評価にはな

るものの，容易かつ簡易的に部材個々の腐食箇所を数点計測し，その腐食を包括する範囲に応

じた標準偏差に基づく平均減肉量（最も余裕を与える評価とする場合は“最大減肉量”）を一様

に生じたケースなどとしてモデル化のうえ，解析的に残存耐荷力評価や補強対策検討などを実

施できれば，比較的少ない労力や費用による手軽で迅速な現場判断や対処が可能となる．つま

り，現状の維持管理分野で数多く実施されている個人差の生じる定性的評価を主体とした経験

的判断のみならず，定量的評価としての理論的および解析的判断や数多くのパラメトリックス

タディ解析によるデータ蓄積や分析を継続的に実施していくことで，より合理的で経済的な維

持管理手法を確立できるものと考えている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.1 プレートガーダー端部付近における腐食形態の特徴 

せん断力 

図 4.14 対象プレートガーダーの腐食減肉範囲および剥離箇所 
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表 4.2 解析ケース（無腐食および腐食状態） 

（注）上表中の[ ]内のマイナス数値は，元板厚からの減肉量（mm）を示す． 

 
ケース 

 
 

 
ウェブ厚 

tw 
(mm) 

垂直 
補剛材厚 

tvs 
(mm) 

剥離 
距離 

ds  
(mm) 

 
備考 

 
 

(1) 9 12 0 I. 無腐食状態 
（減肉・剥離なし） 

(2) 7 
[-2] 

12 0 II. 有腐食状態 
（ウェブのみ減肉） (3) 5 

[-4] 

(4) 3 
[-6] 

(5) 

9 

10 
[-2] 

0 III. 有腐食状態 
（垂直補剛材のみ減肉） (6) 8 

[-4] 

(7) 6 
[-6] 

(8) 7 
[-2] 

10 
[-2] 

0 IV. 有腐食状態 
（ウェブと垂直補剛材の同時減肉） (9) 5 

[-4] 
8 

[-4] 

(10) 3 
[-6] 

6 
[-6] 

(11) 

9 12 

75 

V. 有腐食状態 
（ウェブと下フランジ間の剥離のみ） (12) 150 

(13) 200 

(14) 

7 
[-2] 

10 
[-2] 

75 

VI. 有腐食状態 
（ウェブと垂直補剛材の同時減肉 

およびウェブと下フランジ間の剥離） 
 

(15) 150 

(16) 200 

(17) 

5 
[-4] 

8 
[-4] 

75 

(18) 150 

(19) 200 

(20) 

3 
[-6] 

6 
[-6] 

75 

(21) 150 

(22) 200 
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4.2 解析結果 
鋼橋支承部付近に生じる種々の腐食パターンや進行レベルに応じて，残存耐荷力や耐荷力低

下傾向がどのように変化していくのかを解析的に検証した結果を以下に示す．あわせて，プレ

ートガーダーの崩壊メカニズムについても考察する． 

 

4.2.1 腐食損傷による減肉モデル 
（1）支承部付近のウェブが局部腐食により減肉した場合 
図 4.15 に，「ウェブのみが減肉した場合」（表 4.2 の II）の荷重‐変位曲線を示す．縦軸のせ

ん断力 V および横軸の鉛直たわみ y は，それぞれ，図 4.14 に示す位置での解析値をあらわす．

この図から，ウェブの局部腐食による減肉量が大きくなるにつれて，最大荷重が低下している

のがわかる．また，初期弾性域における各ケース間のせん断力と鉛直たわみの関係には大きな

差がないものの，減肉量が大きくなるにしたがって，より早い段階でのたわみ量に差が出始め，

最大荷重の低下傾向も一段と顕著になっているのがわかる．つまり，ウェブ腐食が耐荷力低下

に及ぼす影響は大きいといえる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）支承部付近の垂直補剛材が局部腐食により減肉した場合 
図 4.16 に，「垂直補剛材のみが減肉した場合」（表 4.2 の III）の荷重‐変位曲線を示す．この

図から，垂直補剛材の局部腐食による減肉量が大きくなる場合に，最大荷重がそれほど大きく

低下していないのがわかる．特に，有腐食のケース(5)と(6)では，無腐食のケース(1)の最高荷重

からの耐荷力低下が 2％以内にとどまっている．つまり，垂直補剛材のみの腐食が耐荷力低下

に及ぼす影響は小さいといえる．

図 4.15 荷重‐変位曲線（ウェブのみ減肉） 
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（3）支承部付近のウェブと垂直補剛材が局部腐食により同時に減肉した場合 
図 4.17 に，「ウェブと垂直補剛材が同時に減肉した場合」（表 4.2 の IV）の荷重‐変位曲線を

示す．この図から，ウェブと垂直補剛材の局部腐食による減肉量が同時に大きくなる場合には，

上記（1）や（2）に示した結果と比較して，最大荷重がより大きく低下し，最大荷重到達時点

の鉛直たわみも一段と小さくなっているのがわかる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.16 荷重‐変位曲線（垂直補剛材のみ減肉） 

図 4.17 荷重‐変位曲線（ウェブと垂直補剛材の同時減肉） 
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（4）支承部付近の局部腐食による減肉がプレートガーダーの残存耐荷力に与える影響 
以上の（1）～（3）に示した結果に対する総合評価を以下に示す． 

支承部付近の「ウェブのみが減肉した場合」，もしくは「垂直補剛材のみが減肉した場合」，

および「ウェブと垂直補剛材が同時に減肉した場合」のそれぞれのモデルに対する残存耐荷力

と減肉量の関係を図 4.18 に示す．縦軸の残存耐荷力率および横軸の減肉率は，それぞれ，グラ

フ下に示す数式に基づく．また，図 4.18 に示す各ケース（(2)～(10)）における耐荷力時の応力

分布と変形図を図 4.19～図 4.21 に示す． 

図 4.18 から，ウェブにおける減肉量が，プレートガーダーの桁端部における耐荷力低下に，

より大きな影響を及ぼしているのがわかる．この急激な耐荷力低下は，作用せん断力をウェブ

の斜め張力場が最大限に受けもつ以前に，ウェブの腐食箇所に局部座屈が生じたことに起因す

る（図 4.19（b），（c））．一方，垂直補剛材のみが腐食したモデルでは，減肉率が 50％の場合で

も，耐荷力の低下率が 10％程度にとどまっており，ウェブにも斜め張力場とみられる応力変形

が生じている（図 4.20（b），（c））．また，ウェブと垂直補剛材が同時に腐食したモデルでは，

ウェブのみが腐食した場合よりもさらに大幅な耐荷力低下が生じている．これは，ウェブの腐

食部位に局部座屈が生じた際，作用せん断力の一部が垂直補剛材へ追加的に再分配され，垂直

補剛材の減肉断面への応力集中やそれにともなうウェブと垂直補剛材からなる十字柱の座屈

が早まることで，垂直補剛材のみが腐食したケースよりも，耐荷力低下に大きな影響を及ぼし

たものと考えられる．このことは，図 4.21（c）のウェブに，斜め張力場とみられる応力や変形

が全く生じていないことからも把握できる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.18 腐食損傷（減肉のみ）による耐荷力の低下傾向 
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図 4.19 耐荷力時の応力分布（MPa）と変形図（ウェブのみ減肉） 
（a）ケース(2)_tw=7mm （b）ケース(3)_tw=5mm （c）ケース(4)_tw=3mm 

（a）ケース(5)_tvs=10mm （b）ケース(6)_tvs=8mm （c）ケース(7)_tvs=6mm 

図 4.20 耐荷力時の応力分布（MPa）と変形図（垂直補剛材のみ減肉） 

（a）ケース(8)_tw=7, tvs=10mm 

 

（b）ケース(9)_tw=5, tvs=8mm 

 

（c）ケース(10)_tw=3, tvs=6mm 

図 4.21 耐荷力時の応力分布（MPa）と変形図（ウェブと垂直補剛材の同時減肉） 
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4.2.2 腐食損傷による剥離モデル 
（1）支承部付近のウェブと下フランジ間の接合部が剥離した場合 

図 4.22 に，「ウェブと下フランジ間の接合部が剥離した場合」（表 4.2 の V）の荷重‐変位曲

線を示す．縦軸のせん断力 V および横軸の鉛直たわみ y は，それぞれ，図 4.14 に示す位置での

解析値をあらわす．この図から，支承中心からの剥離距離が 75mm のケース(11)の場合には，

無腐食のケース(1)とほぼ同じ荷重‐変位履歴を描いているのがわかる．また，剥離距離が

150mm のケース(12)の場合には，ケース(1)より変位が大きくなってはいるものの，ケース(1)の

最大荷重からの耐荷力低下が 3％以内にとどまっている．これは，支承中心から 150mm の位置

までは，ソールプレートが存在していることが大きく影響しており，ウェブにおける斜め張力

場機能も保持できている（図 4.23（a），（b））．一方，剥離距離が 200mm のケース(13)の場合に

は，耐荷力の低下率が 20％程度と大きくなっており，作用せん断力をウェブが負担する前に，

ソールプレート端部の下フランジ部分が大きく折れ曲がっているのがわかる（図 4.23（c））． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.22 荷重‐変位曲線（ウェブと下フランジ間の剥離のみ） 

（a）ケース(11)_ds=75mm 

 図 4.23 耐荷力時の応力分布（MPa）と変形図（ウェブと下フランジ間の剥離のみ） 

（b）ケース(12)_ds=150mm 

 

（c）ケース(13)_ds=200mm 
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（2）支承部付近のウェブと下フランジ間の剥離と同時に局部腐食により減肉した場合 

図 4.24 に，「ウェブと下フランジ間の接合部が剥離した場合」と「ウェブと垂直補剛材が同

時に減肉した場合」を組み合わせた条件下（表 4.2 の VI）での荷重‐変位曲線を示す．この図

から，ウェブや垂直補剛材の局部腐食による減肉量が比較的小さい場合（ケース(14)～(16)）に

おいては，ウェブと下フランジ間の剥離距離が伸びるにしたがって，最大荷重が大きく低下し

ていくのがわかる．一方，ウェブや垂直補剛材の局部腐食による減肉量がかなり大きい場合（ケ

ース(20)～(22)）においては，ウェブと下フランジ間の剥離距離が伸びた場合でも，荷重‐変位

履歴および最大荷重ともにそれほど大きな差はみられない． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.24 荷重‐変位曲線（剥離と減肉の組合せ） 
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（3）支承部付近の局部腐食による剥離と減肉がプレートガーダーの残存耐荷力に与える影響 
以上の（1）～（2）に示した結果に対する総合評価を以下に示す． 

支承部付近の「ウェブと下フランジ間の接合部が剥離した場合」と「ウェブと垂直補剛材が

同時に減肉した場合」を組み合わせた各々のモデルに対する残存耐荷力と剥離距離の関係を図

4.25 に示す．縦軸の残存耐荷力率は，グラフ下に示す数式に基づく．また，横軸の支承中心か

らの剥離距離 ds は，図 4.14 に示す位置における長さを示す．さらに，図 4.25 に示す各ケース

（(11)～(22)）における耐荷力時の応力分布と変形図を図 4.26（a）～（i）に示す． 

図 4.25 から，減肉なしの場合，剥離距離が 150mm を超えると耐荷力が急激に低下している

のがわかる．つまり，支承中心から 150mm の位置まではソールプレートが存在しており，そ

の範囲内の剥離であれば，垂直補剛材と下フランジに対するウェブの応力伝達機構が有効に働

く（図 4.26（a），（b））．ところが，その範囲を越えた時点でその伝達機能が崩れ，下フランジ

とソールプレートの境界部への応力集中によって，下フランジがせん断変形に耐えられなくな

る（図 4.26（c））．ただし，支承部周辺の腐食減肉をともなう場合の剥離の影響に関しては，ウ

ェブや垂直補剛材の減肉量が多くなればなるほど，剥離伸展にともなう耐荷力低下の影響が小

さくなっているのがわかる．これは，支承部付近が極端に腐食減肉した状態では，剥離部分よ

りも先に減肉箇所が局部座屈を引き起こしたことに起因する．このことは，図 4.26（g）～（i）

に示されるとおり，剥離位置のウェブ内の応力が半円状に小さく，下フランジとソールプレー

トの境界部での応力集中がみられないことからも判断できる．さらに，ウェブの減肉範囲全体

が面外方向に大きく膨らんでおり，剥離部以外での局部座屈が生じているのがわかる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4.25 腐食損傷（剥離と減肉）による耐荷力の低下傾向 
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（a）ケース(14)_ds=75mm 
   tw=7mm, tvs=10mm 

（b）ケース(15)_ ds=150mm 
tw=7mm, tvs=10mm 

（c）ケース(16)_ ds=200mm 
tw=7mm, tvs=10mm 

図 4.26 耐荷力時の応力分布（MPa）と変形図（剥離と減肉） 

（g）ケース(20)_ds=75mm 
   tw=3mm, tvs=6mm 

（h）ケース(21)_ ds=150mm 
tw=3mm, tvs=6mm 

（i）ケース(22)_ ds=200mm 
tw=3mm, tvs=6mm 

（d）ケース(17)_ds=75mm 
   tw=5mm, tvs=8mm 

（e）ケース(18)_ ds=150mm 
tw=5mm, tvs=8mm 

（f）ケース(19)_ ds=200mm 
tw=5mm, tvs=8mm 
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4.3 結論 
 
（1） 支承部付近に生じる局部腐食によるウェブのみの減肉は，垂直補剛材のみの減肉よりも

耐荷力低下に，より大きな影響を及ぼした． 

（2） 支承部付近に腐食損傷が著しく進行した場合の崩壊形式として，ウェブならびに垂直補

剛材の局部座屈に支配される現象によるものが考えられ，ウェブと垂直補剛材で構成さ

れる十字柱が双方ともに腐食減肉することで，支点反力を受け持つことができなくなり，

比較的早い段階で桁端部に局部座屈をともなう圧縮破壊が発生した．そのため，双方と

もに減肉した場合には，垂直補剛材のみが減肉した場合と比べてもその耐荷力低下はさ

らに顕著にあらわれた． 

（3） ウェブと下フランジ間の接合部が腐食損傷により剥離した場合，その剥離が，支承中心

からソールプレートが存在している範囲内にとどまる発生状態であれば，垂直補剛材と

下フランジに対するウェブの斜め張力場としての応力伝達機構が一定程度まで有効に働

くため，残存耐荷力が急激に低下することはなかった． 

（4） ウェブと下フランジ間の接合部が腐食損傷により剥離した場合，その剥離の伸展がソー

ルプレートの範囲を超えるあたりから，ソールプレート端部上の下フランジ部に応力が

集中して，急激にせん断変形を生じて耐荷力が低下した． 

（5） 支承部周辺の各部材が局部腐食により極端に減肉した状態下で剥離が生じた場合には，

剥離部近辺よりも先もしくはほぼ同時に，減肉箇所での局部座屈を引き起こすため，剥

離伸展が耐荷力低下に及ぼす影響は比較的小さくなった． 
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第 5 章 支承部付近に腐食損傷を有するプレートガーダーの補強法とその効果 
 

前章では，鋼橋支承部付近に数多くみられる局部腐食によるウェブや垂直補剛材の減肉量な

らびにウェブと下フランジ間の剥離距離に着目した残存耐荷力や耐荷力低下傾向について解

析的に検証し，プレートガーダーの崩壊メカニズムについて考察した．本章では，前章での解

析条件や検討結果をもとに，今後より一層増加していくことが予想される鋼製プレートガーダ

ー桁端部の局部腐食による耐荷力の低下現象に対して，簡易的に対策実施可能な補強法の具体

的なモデル化を行う．そのうえで，耐荷力の回復効果やその補強法の有用性について，解析的

に検討および評価を行う． 

ここで，奥山ら 5-1)～5-3)や丹波ら 5-4)は，桁端部に腐食損傷を有するウェブに対して，炭素繊維

シートや炭素繊維強化樹脂材料（CFRP）を用いた接着による補強や鋼板当て板による補修・補

強を具体提案しており，それらの効果について実験的に検証している．しかしながら，現場で

の下地処理や接着処理などに多くの時間や労力を要することや，長期的な耐久性や変形時の接

着性能などの信頼性の面では不安が残る．また，図 2.4 に示した腐食箇所の部分的な部材取替

え対策についても，狭隘空間での支点部仮受け設置による既設部材の切断やその仕上げ後処理，

新設部材取付けのための多数のボルト接合が必要になるなど，現場作業がかなり煩雑なものと

なる．以上より，本研究では，上記の課題を改善すべく，桁端部の垂直補剛材に隣接平行して，

上下フランジ間に連続させるアングル鋼（規格品）を鉛直配置する補強法に着目した． 

 

5.1 解析概要 
 

5.1.1 解析モデルと解析ケース 
補強検討に用いる解析モデルに対する各種の前提条件については，第 4 章の 4.1.1 に記載し

た内容の通りとする． 

以下では，第 4 章で検討した表 4.2 に示す各解析ケースのうち，耐荷力の低下度が最も大き

かった 2 ケース（ケース(10)と(22)）を対象に，これらの解析モデルを用いた補強効果の検討

ならびに評価を実施する．ここでは，表 5.1 に示すとおり，無腐食状態（減肉・剥離なし）の

ケース(1)を含む，計 3 ケースによる比較検討解析を実施する． 

 

表 5.1 解析ケース（無腐食および腐食状態） 
ケース (1) (10) (22) 

ウェブ厚 tw（mm） 9 
 

3 
[-6] 

3 
[-6] 

垂直補剛材厚 tvs（mm） 12 
 

6 
[-6] 

6 
[-6] 

剥離距離 ds（mm） --- --- 200 

腐食状況 無腐食 
 

有腐食 
（減肉のみ） 

有腐食 
（減肉と剥離） 

（注）上表中の[ ]内のマイナス数値は，元板厚からの減肉量（mm）を示す． 
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5.1.2 補強モデル 
列車が運行しない夜間の数時間のうちに作業を終えることが可能な補強対策工として，垂直

補剛材に隣接平行するアングル鋼（等辺山形鋼）を両側からボルトで取り付ける方法に着目す

る．これらの補強後の検討に用いる解析モデルを図 5.1（a），（b）に示す．このうちの（a）は，

支承部直上の垂直補剛材より桁中央側のみに 2本のアングル鋼をウェブの表と裏から取り付け

た場合（以下，片側補強と称す），一方，（b）は，上記（a）の状態に加えて，桁端側にも 2 本

のアングル鋼を同様に取り付けた場合（以下，両側補強と称す）をそれぞれ示している． 

また，補強材のモデル化にあたっては，以下の取付けおよび拘束条件を考慮する． 

1） アングル鋼とウェブは，ボルト（解析上は，φ10mm（M10）相当の剛な結合を想定して，

アングル鋼とウェブの同じ接合箇所に位置する各 1要素を構成する 4節点間を高剛性ばね）

で接合し，鉛直方向に 150mm の間隔で 9 本配置する（図 5.1（a），（b））． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）表・裏の計 2 本のアングル鋼による補強（片側補強） 

ボルト接合（9 本 ctc150mm） 

アングル鋼 

腐食減肉範囲 

（b）表・裏の 2 本と前後 2 箇所の計 4 本のアングル鋼による補強（両側補強） 

ボルト接合（9 本 ctc150mm） 

アングル鋼 

腐食減肉範囲 

図 5.1 補強モデル 
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2） アングル鋼の上下端部が，ウェブ変形後に上下フランジ内に食い込まないようにするため，

部材間の接触を考慮（解析上は近い節点間同士の接触を定義）できるギャップ要素を適用

する（図 5.2）．解析上，アングル鋼が上下フランジに接触して，突っ張り棒のように圧縮

部材として機能する． 

3） ウェブにおける発生応力が，アングル鋼へ圧縮力として作用し，ソールプレートに直接伝

達することで，補強効果が最大限に発揮できるものと考え，ソールプレート端部から 50mm

内側の位置にアングル鋼を配置する（図 5.2）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで，補強材に用いるアングル鋼の仕様を表 5.2 に示す．採用するアングル鋼の断面寸法

としては，設置箇所に納まるサイズとすることは勿論のこと，支承部直上の垂直補剛材の元の

幅や板厚を参考に，一辺（アングル鋼の断面積の 1/2）が垂直補剛材と同程度の断面積を有す

る規格品として選定している． 

 

表 5.2 補強材の仕様 

部材 規格 材料 断面寸法（mm） 

アングル鋼 

（等辺山形鋼） 

JIS 

G 3192 
SS400 

 

 

 

 

 

t=10, A=100, B=100 

図 5.2 アングル鋼と上下フランジ部材間のモデル化 

- 106 -



5.2 解析結果 
表 5.1 に示した解析 3 ケースにおける，補強前（無腐食 1 ケース，減肉量最大の有腐食 1 ケ

ースの計 2 ケース）および，アングル鋼による補強後としての片側補強と両側補強の各々に対

する荷重‐変位曲線を図 5.3 に示す．また，補強前（無腐食 1 ケース，剥離距離および減肉量

最大の有腐食 1 ケースの計 2 ケース）および，アングル鋼による補強後としての片側補強と両

側補強の各々に対する荷重‐変位曲線を図 5.4 に示す．どちらの図からも，片側補強の場合に

は，耐荷力や変形性能ともに大きな回復効果がみられない．一方，両側補強の場合には，最大

耐荷力が健全度状態時相当にまで回復し，変形性能については，補強後の方が大きくなってい

るのがわかる．これは，アングル鋼が 150mm 間隔のボルトでウェブと接合されており，アン

グル鋼の上下端部が上下フランジ面に接触した後にも，アングル鋼そのものが座屈変形せずに，

支承部直上に生じる作用せん断力からの支点軸力を 4 点で支持し，突っ張り棒としての機能を

維持し続けたためと考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.3 荷重－変位曲線（最大の減肉量に対する補強） 
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また，上記の結果として得られた耐荷力の解析値を表 5.3 に示す．この表および図 5.3 や図

5.4 に示した結果より，アングル鋼で片側のみが補強された片側補強の場合には，ケース(10)お

よび(22)ともに，補強前の腐食状態時の残存耐荷力からの回復割合が約 20％以下にとどまって

おり，それほど大きな補強効果が得られていないのがわかる．これは，補強した 2 本のアング

ル鋼が作用せん断力を軸力として負担していく過程において，無補強状態である桁端側のウェ

ブと垂直補剛材の腐食箇所への応力集中が高まって，局部座屈が生じたことに起因する（図 5.5

（b）および図 5.6（b））．このことは，表 5.4 に示すアングル鋼に作用する最大軸力が，非常に

小さい数値レベルにとどまっていることからも確認できる．ここで，これらのアングル鋼に作

用する圧縮軸力は，アングル鋼最下端の各要素に発生する鉛直方向の膜応力の総和として算出

している． 

一方，アングル鋼で両側ともに補強された場合には，ケース(10)および(22)ともに，健全度状

態時のケース(1)と同程度もしくはそれ以上にまで，せん断耐荷力が回復している．これらの結

果は，補強したアングル鋼と第 2 垂直補剛材間のウェブに斜め張力場の機能が回復している

（図 5.5（c）および図 5.6（c））ことからもわかるように，局部腐食にともなう座屈発生の危険

箇所，いわゆる腐食範囲へ適切に配置した 4 本のアングル鋼がともに，ウェブから伝わる大き

図 5.4 荷重－変位曲線（最大の剥離距離および減肉量に対する補強） 
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な軸力を負担し，間接的かつ直接的に支承部に伝達できていることを示している（表 5.4）． 

以上より，桁端部のウェブや垂直補剛材の局部にシビアな腐食減肉が生じた場合や支承部直

上のウェブと下フランジ間に剥離が生じた場合ともに，上述した 4 本のアングル鋼を用いた両

側補強を施すことで，健全状態時のせん断耐荷力相当にまで，耐荷力を回復することがわかっ

た．よって，今後の補強対策工として，有用かつ有効な手法のひとつにできることを示せた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           

 

表 5.3 補強前および補強後の耐荷力 

図 5.5 耐荷力時の応力分布（MPa）と変形図（減肉に対する補強） 

（a）補強前 （b）補強後（片側補強） （c）補強後（両側補強） 
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表 5.4 補強したアングル鋼に作用する最大軸力（耐荷力時） 

図 5.6 耐荷力時の応力分布（MPa）と変形図（減肉を含む剥離に対する補強） 

（a）補強前 （b）補強後（片側補強） （c）補強後（両側補強） 
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5.3 結論 
（1） 支承部付近のウェブや垂直補剛材に極端な局部減肉が生じた場合，もしくは，それと同

時にウェブと下フランジ間に剥離が生じた場合には，本研究で検討した 4 本のアングル

鋼を用いた両側補強を施すことで，健全状態時相当の耐荷力レベルおよびそれ以上の変

形性能レベルにまで，せん断耐荷力を回復させることができた．これらの 4 本のアング

ル鋼は，作用せん断力や軸力から生じる支承部直上での圧縮力をほぼ均等に負担すると

ともに，ウェブの減肉箇所を両側からのアングル鋼で挟みこむことで，面外変形を拘束

する効果も発揮する． 

（2） 本補強工法を適用する場合，補修・補強対象の既存橋梁に対する健全度調査結果や架橋

地点の状況に応じて，事前に補強材料や施工手順を計画・製作・準備でき，結果として，

短時間での解析検討・評価ならびに現場作業を実施できる． 

 

5.4 今後の展望 
昨今のメディアやニュース記事ならびに技術専門誌 5-5)～5-8)などで，数多く取り上げられてい

る土木インフラ構造物の老朽化や維持管理分野における現状の課題や問題点，それらに対する

対策等に関連して，解析的視点からの健全度評価法や補強法の提案，確立に向けた同種テーマ

もしくは着眼点に関連したさらなる継続的調査・研究が肝要かつ不可欠であり，より多くの基

礎的データに基づく知見の蓄積ならびにシステムの構築が強く望まれる．また，このことが今

後，腐食劣化が急激に進行する莫大な数の橋梁に対する持続可能な維持管理対策ならびにコス

ト削減へ大きく寄与していくものと確信する． 

 

 

参考文献 
5-1) 奥山雄介，宮下剛，若林大，小出宣央，秀熊佑哉，堀本歴，長井正嗣：鋼橋桁端部腹板の

腐食に対する CFRP を用いた補修工法の実験的研究，構造工学論文集，Vol.58A，pp.710-

720，2012.3 

5-2) 奥山雄介，宮下剛，若林大，小出宣央，小林朗，秀熊佑哉，堀本歴，長井正嗣：腹板を

CFRP 補強した鋼桁のせん断座屈試験と強度評価法，土木学会論文集 A1，Vol.68，No.3，

pp.635-654，2012.11 

5-3) 奥山雄介，宮下剛，若林大，秀熊佑哉，小林朗，小出宣央，堀本歴，長井正嗣：鋼橋桁端

部腹板の腐食に対する炭素繊維シートを用いた補修・補強法の最適設計方法に関する一

考察，構造工学論文集，Vol.60A，pp.416-428，2015.3 

5-4) 丹波寛夫，橋本国太郎，田中大介，杉浦邦征：腐食した鋼桁端部の当て板補修に関する

実験的検討，構造工学論文集，Vol.60A，pp.94-104，2014.3 

5-5) 日経 BP 社 日経コンストラクション編：図解 維持・補修に強くなる，2014.4 

5-6) 日経 BP 社 日経コンストラクション編：老朽橋探偵と学ぶ 謎解き! 橋の維持・補修，

2015.11 

- 111 -



5-7) 日経 BP 社 日経コンストラクション編：インフラマネジメント最前線，2015.11 

5-8) 日経 BP 社 日経コンストラクション編：橋の改修・改良図鑑，2016.3 

 

- 112 -



第 6 章 総括 
 

本章では，維持管理分野における残存耐荷力評価や本研究成果の活用の観点ならびに本研究

で得られた結論について総括する． 

昨今の鉄道橋梁にかかわる維持管理分野においては，長年にわたる供用下で経年的に腐食損

傷が進行した既存橋梁群の存在が社会問題化しており，それらの橋梁に対する調査・検討・評

価業務やそれらに付随した形での補修･補強関連の計画・設計業務が増加している．既に建造

から 50～100 年以上が経過した鉄道橋が国内外に数多く存在しており，今後も増加の一途をた

どる．本研究では，これらの老朽化している鉄道上部構造の代表格であり，古くから国内外に

数多く存在している開床式（無道床式）の鋼製プレートガーダー橋に着目した．その上で，同

形式において数多く観察されている主要な腐食損傷のなかにあって，主桁本体の残存耐荷力低

下に及ぼす影響がきわめて大きいと考えられる代表的な 2 タイプの腐食損傷現象を抽出して，

解析的な検討ならびに評価を試みた． 

はじめに，まくらぎ直下の上フランジ上面に腐食損傷を有する鋼製プレートガーダー鉄道橋

を対象として，曲げを受けることによる崩壊形式が，圧縮フランジの座屈様式（フランジ水平

座屈もしくはフランジねじれ座屈）に応じて変化する現象に着目した．これらの座屈様式ごと

に異なる基本座屈長を有する上フランジの抽出モデルを用いた複合非線形 FEM 解析結果を参

考に，双方の座屈耐荷力曲線について解説した．その上で，残存曲げ耐荷応力の簡易算定式，

ならびに曲げとまくらぎ直下腐食部へ直接作用する局所荷重（パッチロード）との組合せ荷重

状態下における主桁本体としての残存耐荷力の評価手法について解説した．さらに，上記同様

の腐食状況や組合せ荷重状態を考慮したビームモデルによる複合非線形 FEM 解析を実施し，

上記の評価手法を用いて算定した主桁の残存耐荷力が妥当であることを示した． 

続いて，支承部周辺に腐食損傷を有する鋼製プレートガーダー鉄道橋を対象に，支点部付近

にせん断力を受ける場合のビームモデルのせん断破壊や局部座屈挙動に着目した複合非線形

FEM 解析を行い，各部材表面からの減肉量や部材接合部における剥離範囲をそれぞれ変化さ

せて，各々の腐食状態を組み合わせたパラメトリックスタディによる主桁の残存耐荷力の評価

や耐荷力低下傾向の把握を試みた．さらに，長寿命化に主眼を置いた，主桁全体としての残存

耐荷力回復のための補強法の提案，ならびにそれらを適切にモデル化した解析的な評価検討を

実施の上，この補修法が有用かつ実用であることを示した． 

 

6.1 維持管理分野における残存耐荷力評価 
単線の鋼製プレートガーダー鉄道橋を新規に設計する場合，一般的に構成部材から成る桁

全体を詳細にモデル化して断面照査するのではなく，各検討対象部材に着目して，構造力学

に基づく断面力や応力度，変位等を算定の上，許容する制限値と比較することによって照査

を行う．つまり，着目する部材各々に対して不利となる支持条件や拘束条件ならびに荷重係

数や荷重組合せ等の各種条件を設定の上，それらの条件下で得られる各部材の最大作用力や

最大変形量等に対して，ある一定範囲の安全度に収まるか否かを，実施設計において検証す
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る． 

一方，維持管理段階においては，長年供用している経年的な腐食劣化等を有する既存橋梁

構造物を検討対象とするため，部材毎の強度や変形に着目した評価検討のみならず，構造系

全体としての実際の使用状態や劣化状況に着目した包括的な維持管理評価（健全度評価）を

取り入れることが必要であり，それが結果として合理的な評価に繋がる．つまり，種々の構

造部材から構成される桁全体もしくは主部材をモデル化の上，各種の発生断面力や応力度を

実態や実状に即した解析によって解明し，当初の設計計算で得られた諸数値もあわせて，総

合的見地から評価・判定していくことが理想的といえる．さらに，桁全体としての挙動を解

析的に評価できれば，構造系全体としての耐荷性能およびそれに基づく補修・補強の緊急性

や必要性の判断に対して，より具体的な言及が可能になる．その一方で，個々に異なる多種

多様な腐食状態を有する各橋梁構造物に対して，その各々で詳細に全体を計測およびモデル

化して解析的検討を実施・評価することは，決して容易なことではない． 

腐食損傷を有する鋼構造物あるいは鋼部材の残存耐荷力評価法には，従来，腐食状況を厳

密に直接モデル化して考慮する複合非線形 FEM 解析法や，腐食損傷の測定結果に基づいて耐

荷力評価基準を定め，それを用いて残存耐荷力を評価する簡易手法があり，これらは，文献 6-

1), 6-2)などに示されている．通常，複合非線形 FEM 解析による残存耐荷力評価は，腐食状態が

精度よく計測され，その詳細まで解析に反映されていれば，現在のところ，最も信頼性の高

い評価が可能であると考えられるが，多くの労力や高額な解析費用を要するだけでなく，解

析のための高度な知識と経験も必要になる．一方，簡易評価法や簡易解析法による評価精度

は厳密な FEM 解析に比べて幾分劣るものの，評価のための労力や費用は少なくて済み，早期

に定量的な診断が実現できる． 

つまり，本研究は，維持管理分野の実務において残存耐荷力の評価を必要とする際に，定

量的な評価・判定を行うことのできる比較的精度の高い簡易算定式や簡略化モデルを採用し

た評価法のより一層の具体構築や体系化が強く望まれているとの観点に基づいて実施したも

のである． 

 

6.2 本研究成果の活用 
本研究の成果について記述する前に，プルーフロード試験と呼ばれる，いわゆる現有耐荷力

診断の内容について，以下で簡単に説明する． 

既存の鉄道橋の場合には，主断面の欠損や合成効果，支点部の損傷などを調べた上で，実働

最大荷重を載荷したときの作用応力度を解析や実測から求め，その応力度が，表 6.1 に示す保

守限応力度を上回らないことを現有応力比率の算定式（6.1）により確認することで，健全度評

価を実施している 6-3)，6-4)．この場合の保守限応力度は，疲労による影響も加味して設定されて

おり，残存耐荷力のみの観点からいえば，未だにある一定レベル以上の余裕を有する評価を与

えているものと考えられる．なお，式（6.1）に用いる発生応力度は，残存断面で計算するが，

残存断面のうち，板厚が最小となる部位の断面を用いることとしている． 
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現有応力比率 (%)100)( mSR      （6.1） 

ここに， 

σm：保守限応力度 

σ：当該線区の許容最高速度で車両が入線した際に部材に発生する最大応力度 (=σd+σl+σi) 

σd：死荷重による応力度 

σl：活荷重による応力度 

σi：衝撃による応力度 

である． 
 

表 6.1 保守限応力度 
■引張応力度（ベッセマー鋼および SS400，SM400，SMA400）              （単位：MPa） 

通トン 

 

錬鉄 

ベッセマー鋼 

SS400，SM400，SMA400 

スパン 

影響 

線長 

(m) 

昭和 3 年 

(1928 年) 

以前 

昭和 4 年 

(1929 年) 

～ 

昭和 25 年 

(1950 年) 

昭和 26 年～昭和 44 年 

(1951 年)  (1969 年) 昭和 45 年 

(1970 年) 

以降 
リベット桁 溶接桁 

定常 

入線 

一時 

入線 

定常 

入線 

一時 

入線 

定常 

入線 

一時 

入線 

定常 

入線 

一時 

入線 

定常 

入線 

一時 

入線 

200GN 

以上 

＜20 

115 

140 

165 

150 

176 

150 

184 161 161 168 168 

≧20 159 170 170 

100GN 以上 
～ 

200GN 未満 

＜20 

165 176 

180 

≧20 

184 
100GN 

未満 

出展：鉄道構造物等維持管理標準・同解説（構造物編）鋼・合成構造物 
 
本研究においては，より簡易的に，合理的かつ経済的な維持管理上の判断を実現することを

目的として，種々の腐食を有する鋼製プレートガーダー鉄道橋の主桁の残存耐荷力を直接的に

評価する手法およびその考察結果について示した．今後の維持管理分野における定量的評価や

判定に活用することのできる検討手段の一つとして，本研究の成果を下記（1）および（2）に

整理して示す． 
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（1）まくらぎ下腐食を有するプレートガーダーの残存耐荷力評価法 
まくらぎ下腐食を有するプレートガーダーの残存耐荷力評価の具体手順を以下に示す．下記

式中の各記号の意味については，第3章にて詳細を示しており，ここでは省略する． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開床式（無道床式）の鋼製プレートガーダー鉄道橋． 1．調査対象 

スパン中央付近の数本のまくらぎ下の上フランジ板厚を計測して最大減

肉量（詳細計測する場合は“平均減肉量”）を把握． 
3．調査内容 

対象とする主桁の一般形状寸法および材料特性などの情報把握． 2．対象情報 

① 純曲げが作用する主桁の曲げ耐荷応力を座屈様式ごとに算定． 

■フランジの水平座屈応力 σuh  ■フランジねじれ座屈応力 σut 

     

② 上式で求めた曲げ耐荷応力 σuh と σut の小さい方が実際に生じ

る座屈様式となり，主桁の曲げ耐荷応力 σuとして決定． 

③ はり理論式から，純曲げが作用するときの残存曲げ耐荷力（残

存終局曲げモーメント）Mu0を算定． 

 

4．耐力評価 

曲
げ
荷
重 

① 局所荷重のみが作用する主桁の耐荷力 Pu0を算定． 

 

局
所
荷
重 

① 実際のプレートガーダーの主桁に作用する曲げモーメント Mu

もしくは局所荷重 Puのどちらかのうち，事前に入手可能な計算

値や計測値を把握． 

② 以上で求めた Mu0と Pu0および入手した Mu（終局曲げモーメン

ト）もしくは Pu（局所荷重の終局荷重）のどちらか一方を，下

式へ入力して，組合せ荷重を受けるプレートガーダーのもう一

方の残存耐荷力を算定． 

 

実働最大荷重に対する残存耐荷力の安全度を個々に設定の上，継続使用可

能か，補修・補強対象とすべきか，取替・更新対象とすべきかを適宜判定． 

残
存
耐
荷
力 

5．総合判定 
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上式に用いる降伏応力には，許容応力や実材料の降伏応力あるいは鋼種による公称降伏応力

などの適用が考えられ，管理者判断によるものであるが，鋼種が判明している場合には，公称

降伏応力を用いてよいものと考えている． 
 
（2）支承部付近に腐食を有するプレートガーダーの残存耐荷力評価と補強法 

図6.1に示す支承部付近に腐食損傷を有する鋼製プレートガーダー鉄道橋を対象にした，支点

部付近の各部材の減肉量や部材接合部における剥離範囲の変化および各々の組合せに対する

残存耐荷力率の結果一覧を表6.2に示す．さらに，図6.1に示すウェブ上の赤色囲み部分（三角形

部分）とあわせて，青色囲み部分（矩形部分）に腐食減肉が生じた場合の荷重－変位曲線を図

6.2に示す．この図から，ウェブ上の局部腐食による減肉量が生じる範囲が，三角形から矩形に

変化した場合に，同じ荷重に対する変位の増加割合は若干大きくなっているものの，最終的な

残存耐荷力に大きな差はみられないのがわかる（耐荷力比としては，ウェブtw=7mmで0.99，tw 

=5mmで0.97，tw =3mmで0.92となっている）．言い換えれば，各部材が有する腐食の包括範囲を

目視にて確認および設定の上，残存板厚を数点計測して，それらが減肉率50%程度までの腐食

が分布している状態にあれば，その範囲における一定の標準偏差に基づく平均減肉量（最も余

裕を与える評価とする場合は“最大減肉量”）をモデル化した残存耐荷力の解析的評価を実施

することで，本定量的評価手法に基づく各技術者間の判定結果にそれほど大きなばらつきは生

じない．つまり，上記事項を基本として，現状の維持管理分野で数多くなされている定性的評

価手法を主体とした経験的判断のみならず，定量的評価としての論理的ならびに解析的な判断

や数多くのパラメトリックスタディによるデータ蓄積や分析システム構築を継続的に取り入

れ，整理・活用していくことで，より合理的で経済的な維持管理手法の体系を確立できるもの

と考えている． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.1 支承部付近の局部腐食による減肉範囲および剥離箇所 

せん断力 

腐食減肉範囲 
(第 4 章にて記述) 

剥離距離 ds 

腐食減肉範囲 
(本章にて追加検討) 

鉛直たわみ y 着目点 

- 117 -



表 6.2 各腐食（減肉と剥離）レベルに対する残存耐荷力率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.2 荷重－変位曲線（ウェブ減肉量とウェブ腐食範囲の変化） 
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ここで，図6.1に示したウェブ上の青色囲み部分（矩形部分）に腐食減肉が生じた場合におい

ては，図6.3に示すように，その腐食減肉領域と斜め張力場領域が部分的に重なっていることか

ら、通常，残存せん断耐荷力の低下が生じる．ただし，この重複が，残存せん断耐荷力の低下

に及ぼす影響は，支承部付近の減肉量が小さい状態（腐食損傷が比較的軽微な状態）において，

より顕著になることに留意する必要がある．一方，支承部付近の減肉量が大きくなれば，斜め

張力場のせん断破壊よりも，支承部直上の腐食損傷を有する十字柱基部に生じる局部的な圧縮

座屈破壊が支配的となり，重複現象そのものが残存耐荷力の低下に及ぼす影響は小さくなる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，支承部付近のウェブや垂直補剛材に極度の局部減肉が生じた場合，もしくは，それと

同時にウェブと下フランジ間に剥離が生じた場合には，表6.3に示す仕様のアングル鋼4本を用

いた両側補強を施すこと（図6.4）で，健全状態時相当のレベルにまで，せん断耐荷力を回復さ

せることができた．ここで，アングル鋼の断面寸法は，支承部直上の垂直補剛材の幅や板厚を

参考に，同程度の断面積を有するものとして選定する． 

 

表 6.3 補強材の仕様 

部材 規格 材料 断面寸法（mm） 

アングル鋼 

（等辺山形鋼） 

JIS 

G 3192 
SS400 

 

 

 

 

 

t=10, A=100, B=100 

斜め張力場領域 

腐食減肉領域 

腐食減肉領域がウェブの 
斜め張力場領域に及ぶ部分 

図 6.3 腐食減肉領域とウェブの斜め張力場領域が重複する場合 
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ここで，鋼橋の補修や補強の設計段階および施工段階における基本的な業務の流れを図6.5に

示す． 

最近の長寿命化対策を目的とした既存構造物の調査や点検に対する具体的な要領や基準類，

必要な資格などの整備が進んできてはいるものの，補修や補強の設計から施工までの各工程に

おける明確な技術基準類に関しては，未だ体系的に整備されていないのが実状である．それゆ

え，昨今の維持管理対策にかかわる方針決定の際には，設計者や施工者の技量や技術力に大き

く依存しているのが現状である． 

鋼橋の補修や補強の実作業では，架橋現場での既存構造物の詳細な実測調査から細部設計を

経て工場製作へとつながる工程と現場での施工とを同時に進める必要がある．補修や補強工事

の品質確保のためには，現場実測の精度とそれに基づいた竣工図面の修正，工場製作への実測

データの反映が重要になる．また，補修や補強部材を設置する前には，局所的に腐食損傷した

箇所をブラスト使用等による素地調整で取り除いた上で，下地処理や塗替え塗装による防錆処

理を施す必要がある．また，架橋現場や既設部材間などの狭隘な場所での作業を強いられるこ

とから，大きな機器や重機が使えないケースも多く，実際の作業スペースを考慮した補強方法

図 6.4 補強モデル 

腐食減肉範囲 

アングル材 

ボルト接合 
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の選定や施工計画の検討が非常に重要となる．よって，補修や補強工事に適用する部材は，そ

の寸法や重さ，運搬計画などについて，調査・設計段階から検討しておくことが肝要である．

新橋の架設工事であれば，100kg程度の部材重量は決して大きいとはいえないものの，補修や

補強工事では人力での運搬や設置が主体となることから，2人で運搬できるのは70kg程度が限

界とされ，100kgを超える補強部材の場合には運搬設備が必要となる．本研究において，補強材

として提案した表6.3に示すアングル鋼（等辺山形鋼：L10×100×100）の場合，長さ1mあたり

14.9kg/本であることから，1.36mあたりでは20.3kg/本となり，補強対象とするウェブの表側1本

と裏側1本を人力で位置調整して，ボルト接合することが十分に可能である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.3 結論 
本研究では，古くから国内外に数多く存在する開床式（無道床式）の鋼製プレートガーダー

鉄道橋における局部腐食に着目し，主桁本体の残存耐荷力低下に及ぼす影響がきわめて大きい

と考えられる代表的な 2 タイプの腐食損傷現象（まくらぎ下の上フランジ腐食，支承部付近の

構成部材腐食）を抽出して，維持管理分野における合理的かつ経済的な定量的評価法や補強法

の提案ならびにそれらの手法に対する解析的検討・評価を実施した．結論として，本論文を総

括すると，以下となる． 

 

第 1 章では，本研究の背景と目的および本論文の構成について述べた． 

 

第 2 章では，本研究に関連する鋼製桁の曲げ耐荷力やせん断（圧縮）耐荷力の評価や腐食損

傷を有する桁の残存耐荷力の評価などに着目した既往の研究内容について整理した．また，維

持管理分野における残存耐荷力評価や補強の現状についても述べた． 

図 6.5 鋼橋の補修や補強の設計・施工段階における基本的な業務の流れ 6-5) 
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第 3 章では，まくらぎ直下の上フランジ上面に腐食減肉を有する鋼製プレートガーダー橋を

対象に，維持管理分野の実務に適用可能な残存耐荷力の簡易評価法およびその妥当性について

解析的に検証した．そこで得られた知見を以下に示す． 

1） まくらぎ下腐食を有するプレートガーダーに純曲げが作用する場合の残存曲げ耐荷応力

は，圧縮フランジ部のみを取り出して評価することが可能で，フランジ水平座屈応力は

Baslerの提案式から求められ，フランジねじり座屈応力は本研究に示した評価式から求め

ることができる． 

2） 上記1）で求めたフランジ水平座屈応力とフランジねじれ座屈応力のうち，小さい方が実

際のプレートガーダーに生じる座屈様式に対応し，その座屈応力から残存曲げ耐荷力を

算定することができる． 

3） まくらぎ下腐食を有するプレートガーダーに局所荷重のみが作用する場合の残存終局耐

荷力は，滝本らの提案式をさらに簡略化した式を用いて算定することができる． 

4） 曲げと局所荷重の組合せ荷重を受けるプレートガーダーの残存耐荷力は，相互作用曲線

を用いて評価することができる． 

5） 曲げと局所荷重の組合せ荷重を受けるプレートガーダーのビームモデルを用いた弾塑性

非線形FEM解析結果から，上記1）～4）に示した一連の簡易評価法を適用すれば，比較

的精度よく，適切に残存耐荷力を評価できることを示せた． 

6） 実際のまくらぎ下腐食を有するプレートガーダーにおいては，支間中央部付近に生じた

最大減肉量（詳細計測する場合は“平均減肉量”）を計測し，その減肉量が支間中央部1

箇所に生じたものとして，残存耐荷力を算定しておけば，他の腐食事例を網羅する評価

とできることがわかった． 

7） 過去に行われた載荷実験結果は，上記1）～4）を用いて算定した評価値とよく一致して

おり，概ね適切に評価していることがわかった． 

8） 総じて，上記の簡易評価法は，維持管理分野における定量的評価ならびに判定手法とし

て，十分に適用可能である． 

 

第4章では，支承部付近に腐食損傷を有する鋼製プレートガーダー橋を対象に，支点部付近

の各部材表面からの減肉量や部材接合部における剥離範囲をそれぞれ変化および組み合わせ

たパラメトリックスタディによって，残存耐荷力の評価や耐荷力低下傾向の把握を行った．そ

こで得られた知見を以下に示す． 

1） 支承部付近に生じる局部腐食によるウェブのみの減肉は，垂直補剛材のみの減肉よりも

耐荷力低下に，より大きな影響を及ぼした． 

2） 支承部付近に腐食損傷が著しく進行した場合の崩壊形式として，ウェブならびに垂直補

剛材の局部座屈に支配される現象によるものが考えられ，ウェブと垂直補剛材で構成さ

れる十字柱が双方ともに腐食減肉することで，支点反力を受け持つことができなくなり，

比較的早い段階で桁端部に局部座屈をともなう圧縮破壊が発生した．そのため，双方と
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もに減肉した場合には，垂直補剛材のみが減肉した場合と比べてもその耐荷力低下はさ

らに顕著にあらわれた． 

3） ウェブと下フランジ間の接合部が腐食損傷により剥離した場合，その剥離が，支承中心

からソールプレートが存在している範囲内にとどまる発生状態であれば，垂直補剛材と

下フランジに対するウェブの斜め張力場としての応力伝達機構が一定程度まで有効に働

くため，残存耐荷力が急激に低下することはなかった． 

4） ウェブと下フランジ間の接合部が腐食損傷により剥離した場合，その剥離の伸展がソー

ルプレートの範囲を超えるあたりから，ソールプレート端部上の下フランジ部に応力が

集中して，急激にせん断変形を生じて耐荷力が低下した． 

5） 支承部周辺の各部材が局部腐食により極端に減肉した状態下で剥離が生じた場合には，

剥離部近辺よりも先もしくはほぼ同時に，減肉箇所での局部座屈を引き起こすため，剥

離伸展が耐荷力低下に及ぼす影響は比較的小さくなった． 

 
第5章では，第4章で着目した支承部付近に腐食損傷を有するプレートガーダーの長寿命化に

主眼を置いた，残存耐荷力回復のための補強法の提案およびそれらをモデル化した解析的な評

価検討を実施の上，その有用性や実用性についても明らかにした．そこで得られた知見を以下

に示す． 

1） 支承部付近のウェブや垂直補剛材に極端な局部減肉が生じた場合，もしくは，それと同

時にウェブと下フランジ間に剥離が生じた場合には，本研究で検討した 4 本のアングル

鋼を用いた両側補強を施すことで，健全状態時相当の耐荷力レベルおよびそれ以上の変

形性能レベルにまで，せん断耐荷力を回復させることができた．これらの 4 本のアング

ル鋼は，作用せん断力や軸力から生じる支承部直上での圧縮力をほぼ均等に負担すると

ともに，ウェブの減肉箇所を両側からのアングル鋼で挟みこむことで，面外変形を拘束

する効果も発揮する． 

2） 本補強工法を適用する場合，補修・補強対象の既存橋梁に対する健全度調査結果や架橋

地点の状況に応じて，事前に補強材料や施工手順を計画・製作・準備でき，結果として，

短時間での解析検討・評価ならびに現場作業を実施できる． 

 
第6章では，本論文の第3章から第5章までの研究成果をもとに，維持管理分野における残存

耐荷力評価や本研究成果の活用の観点からの総括を述べ，あわせて本研究で得られた知見につ

いても総括した． 
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